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は じ め に 
 

令和６年度は、「第３期三木市教育振興基本計画（令和３年度～令和７年度）」

における「豊かな学びで未来を拓く」の基本理念の実現に向け、生涯にわたる

豊かな学びを通じ、より充実した人生とよりよい社会を創造できる人材の育成

に継続して取り組みました。 

また、令和６年度は同計画期間の折り返しの後半に入ることから、計画期間

の満了を見据え、計画に掲げた数値目標が達成できるよう、とりわけ、次に掲

げる点に重点を置き、各種の施策を実施しました。 

就学前教育・保育においては、近年増加している外国にルーツを持つ子ども

や保護者への支援として、市立自由が丘幼稚園に「多文化共生担当」を配置し、

公立園所に在籍する子どもへの日本語支援のための巡回訪問を行いました。ま

た、緑が丘東アフタースクールを旧緑が丘東幼稚園へ移転し、施設規模の拡大

による児童の受入れ体制を整えるとともに、幼保小の連携推進のため、幼保小

合同交流プランニング研修や各園所間での実践交流研修を実施しました。 

学校教育においては、一人一人が持続可能な社会の担い手として、質的な豊

かさを伴った成長をめざし、「全ての子どもが今を幸せに感じる学校づくり」の

具体化を図りました。その一つとして、ＩＣＴを効果的に活用した「個別最適

な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実について、実践的な研究や取組を

進めました。また、不登校児童生徒や外国人児童生徒、特別な配慮が必要な児

童生徒など、多様な教育的ニーズに対応するため、子どもたちが安心して過ご

せる環境の整備や教職員の資質・能力の向上につながる研修の充実を図りまし

た。 

小中一貫教育においては、全中学校区の教員が連携しながら、つながりのあ

る９年間を見通したカリキュラムを作成しました。また、本市内で初となる施

設一体型小中一貫校の設置に向け、令和６年度に発足した地域や保護者、学校

の代表者で構成する地域協議会において、引き続き、新しい学校の在り方に関

する協議を重ねました。 

教育環境の整備においては、学校施設にあっては広野小学校の外壁等の改修

や緑が丘中学校のトイレの洋式化のほか、屋内運動場等のＬＥＤ照明の更新工

事やプール水槽防水シートの改修工事など、必要な教育環境の改善を図りまし
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た。また、市内の小学校、中学校及び特別支援学校の現行の給食費と令和６年

４月に改定した給食費の差額を市が負担し、三木市学校給食摂取基準を満たし、

地場産業や郷土料理を通じた教育効果の高い給食を提供しました。 

生涯学習の分野においては、公民館を地域のデジタル化の拠点とするととも

に、災害時における通信インフラを確保するため、全ての公民館にＷｉ-Ｆｉ

環境を整備しました。また、図書館においては、令和７年度の図書館システム

の更新に合わせ、デジタル化を進めるためのシステム環境や機能について協議

を行い、方針・内容を検討しました。 

文化・芸術の分野においては、市制施行７０周年記念事業として、堀光美術

館及びみき歴史資料館で「上田桑鳩展」を開催し、令和４年度に上田桑鳩氏の

お孫様から寄贈いただいた作品を収録した図録を作成しました。また、スポー

ツの分野においては、スポーツ協会設立７０周年事業として記念式典及び記念

大会を開催し、記念誌を作成したほか、第３０回記念大会「みっきぃふれあい

マラソン」を開催し、地域住民のスポーツ振興に取り組みました。 

令和６年度施策の点検・評価に当たっては、原則として「令和６年度三木市

教育の基本方針」で新規又は重要と位置付けた事業ごとに成果及び課題を明確

にし、令和７年度の取組へとつないでいます。 

このことにより、より的確で効果的な施策を実施し、本市教育のいっそうの

充実と発展に資するよう、今後も努力してまいります。 

最後に、このたびの点検・評価に当たり、学識者評価として、令和５年度評

価に引き続き、兵庫教育大学教職大学院元教授の廣岡徹先生及び神戸大学教授

の山下晃一先生に多大なる御尽力を賜りましたことに、心から感謝を申し上げ

ます。 

 

令和７年９月 

 

                       三木市教育委員会 
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令和６年度における三木市教育委員会の事務の管理及び 

執行の状況に関する点検・評価の取扱いについて 

 

 教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況は、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律第２６条の規定に基づき、点検及び評価を行うもので

ある。 

また、平成２７年度から、地方自治法第１８０条の２の規定に基づき、市長

の権限に属する事務の一部を教育委員会事務局の職員が補助執行しているため、

令和６年度の点検・評価を行うに当たっては、次のとおりとする。 

 

 

 

 「第３期三木市教育大綱」を踏まえ、「第３期三木市教育振興基本計画」及び

「令和６年度三木市教育の基本方針」に掲げた施策及び実施項目について、点

検及び評価を行う。 

 

 

 

 

 「第３期三木市教育振興基本計画」及び「令和６年度三木市教育の基本方針」

の施策の有無にかかわらず、点検及び評価を行う。 

①教育委員会の権限に属する事務 

 

②市長の権限に属する事務で教育委員会事務局職員が補助執行している事務  
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第 １ 章 
 

教育委員会の活動状況 
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１ 教育長及び教育委員 
（令和７年 3 月 31 日現在） 

役 職 氏  名 委員任期 期数 備  考 

教育長 大北 由美 
令和 3 年 5 月 15 日～ 

 令和 9 年 5 月 14 日 
2  

委員 
（教育長職務代理者） 

石井 ひろ美 
平成 28 年 1 月 1 日～ 

令和９年 12 月 3１日 
3 

地方教育行政の組
織及び運営に関す
る法律第４条第５
項に規定する保護
者委員 

委員 梶 正義 
令和 3 年 5 月 15 日～ 

令和 9 年 9 月 30 日 
2  

委員 稲見 秀行 
令和 4 年 10 月 1 日～ 

令和 8 年 9 月 30 日 
1  

委員 西岡 愛 
令和 6 年 10 月 1 日～ 

令和 10 年 9 月 30 日 
1 

地方教育行政の組
織及び運営に関す
る法律第４条第５
項に規定する保護
者委員 

 
２ 教育委員会の開催状況 

定例会を１２回、臨時会を２回開催し、議案１９件を審議するとともに、

協議事項２５件を取り扱った。 
 
区分 開催日時 議案番号等 審議案件等 備考 

4 月定例 令和 6 年 4 月 19 日 
午後 2 時～ 
午後 4 時 50 分 

協議事項１ 三木市文化会館条例及び三
木ホースランドパーク条例
の一部を改正する条例の制
定について 

 

協議事項２ 吉川地域における施設一体
型小中一貫校設置に係る教
育委員会の方向性について 

 

5 月定例 令和 6 年 5 月 17 日 
午後 2 時～ 
午後 4 時 30 分 

第 1 号議案 三木市文化会館条例及び三
木ホースランドパーク条例
の一部を改正する条例の制
定に係る教育委員会の意見
について 

原案可決 

協議事項３ 吉川地域における施設一体
型小中一貫校設置に係る教
育委員会の方向性について 

 

6 月定例 令和 6 年 6 月 21 日 
午後 2 時～ 
午後 5 時 50 分 

第 2 号議案 三木市教育委員会職員の処
分について 

原案可決 

協議事項４ 令和 5 年度の三木市教育委
員会の事務の管理及び執行
の状況に関する点検・評価
報告書（案）について 

 

協議事項５ 令和 7 年度使用教科用図書
採択に係る三木市教育委員
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区分 開催日時 議案番号等 審議案件等 備考 

会の意見について 

7 月定例 令和 6 年 7 月 19 日 
午後 2 時～ 
午後 4 時 55 分 

第 3 号議案 令和 7 年度に使用する小学
校教科用図書、中学校教科
用図書及び学校教育法附則
第 9 条第 1 項の規定による
教科用図書の採択について 

原案可決 

協議事項６ 令和 5 年度の三木市教育委
員会の事務の管理及び執行
の状況に関する点検・評価
報告書（案）について 

 

協議事項７ 吉川地域における施設一体
型小中一貫校設置に係る教
育委員会の方向性について 

 

８月定例 令和 6 年 8 月 19 日 
午後 1 時～ 
午後 2 時 55 分 

協議事項８ 三木市における学校部活動
に関する地域クラブ活動へ
の移行ガイドライン（案）
の策定について 

 

協議事項９ 吉川地域における施設一体
型小中一貫校設置に係る教
育委員会の方向性について 

 

９月定例 令和 6 年 9 月 20 日 
午後 2 時～ 
午後 4 時 30 分 

第４号議案 令和 5 年度の三木市教育委
員会の事務の管理及び執行
の状況に関する点検・評価
報告書について 

原案可決 

協議事項 10 「三木市における学校部活
動に関する地域クラブ活動
への移行ガイドライン」
（案）の策定について 

 

協議事項 11 幼保一体化計画の見直しに
ついて 

 

10 月定例 令和 6 年 10 月 18 日 
午後 2 時～午後 5 時 
 

協議事項 12 令和 5 年度における認定こ
ども園及び保育所並びに放
課後児童健全育成（アフタ
ースクール）事業に係る教
育委員会事務局職員による
補助執行の市長への報告に
ついて 

 

協議事項 13 「三木市における学校部活
動に関する地域クラブ活動
への移行ガイドライン」
（案）の策定について 

 

協議事項 14 吉川地域における施設一体
型小中一貫校設置に係る教
育委員会の方向性について 

 

11 月定例 令和 6 年 11 月 15 日 
午後 2 時～ 
午後 5 時 20 分 

第 5 号議案 三木市スポーツ賞選考基準
の一部改正について 

原案可決 

第 6 号議案 令和 7 年度三木市立小学
校・中学校・特別支援学校
県費負担教職員人事異動内

原案可決 
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区分 開催日時 議案番号等 審議案件等 備考 

申の方針について 

第 7 号議案 三木市における学校部活動
に関する地域クラブ活動へ
の移行ガイドライン」（案）
の策定について 

修正可決 

第 8 号議案 三木ホースランドパークエ
オの森の指定管理者の指定
に係る教育委員会の意見に
ついて 

原案可決 

第 9 号議案 三木市文化会館の指定管理
者の指定に係る教育委員会
の意見について 

原案可決 

協議事項 15 吉川地域における施設一体
型小中一貫校設置に係る教
育委員会の方向性（設置す
る学校の概要）について 

 

協議事項 16 吉川地域における施設一体
型小中一貫校設置に係る教
育委員会の方向性について 

 

12 月定例 令和 6 年 12 月 20 日 
午後 2 時～ 
午後 4 時 15 分 

協議事項 17 三木市教育委員会奨学金制
度の見直し及び三木市教育
委員会奨学規則の改正の概
要について 

 

協議事項 18 令和 7 年度の予算編成に係
る教育予算について 

 

１月定例 令和 7 年 1 月 17 日 
午後 2 時～ 
午後 4 時 30 分 

協議事項 19 三木市教育委員会奨学規則
の全部を改正する規則の制
定について 

 

協議事項 20 令和 7 年度三木市教育の基
本方針について 

 

1 月臨時 令和 7 年 1 月 31 日 
午後 3 時～ 
午後 3 時 30 分 

第 10 号議案 三木市教育委員会事務局職
員の人事異動について 

原案可決 

第 11 号議案 令和 7 年度三木市立学校校
長及び教頭の人事異動内申
について 

原案可決 

2 月定例 令和 7 年 2 月 21 日 
午後 2 時～ 
午後 4 時 30 分 

第 12 号議案 三木市教育委員会奨学規則
の制定について 

原案可決 

第 13 号議案 令和 7 年度三木市教育の基
本方針について 

原案可決 

協議事項 21 三木市教育委員会事務局組
織規則の一部を改正する規
則の制定について 

 

協議事項 22 三木市文化会館条例施行規
則の一部を改正する規則の
制定について 

 

協議事項 23 三木ホースランドパーク条
例施行規則の一部を改正す
る規則の制定について 
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区分 開催日時 議案番号等 審議案件等 備考 

協議事項 24 三木市中央公民館等複合施
設基本計画（案）について 

 

協議事項 25 三木市における地域クラブ
活動の展開について 

 

3 月臨時 令和 7 年 3 月 10 日 
午後 1 時 30 分～ 
午後 2 時 

第 14 号議案 令和 7 年度三木市立学校教
職員の人事異動内申につい
て 

原案可決 

3 月定例 令和 7 年 3 月 21 日 
午後 2 時～ 
午後 4 時 50 分 

第 15 号議案 財産の取得に係る教育委員
会の意見について 

原案可決 

第 16 号議案 三木市教育委員会事務局組
織規則の一部を改正する規
則の制定について 

原案可決 

第 17 号議案 三木市文化会館条例施行規
則の一部を改正する規則の
制定について 

原案可決 

第 18 号議案 三木ホースランドパーク条
例施行規則の一部を改正す
る規則の制定について 

原案可決 

第 19 号議案 令和７年度三木市教育委員
会事務局職員等の人事異動
について 

原案可決 

 
３ 教育委員会委員協議会 

   教育行政における課題に迅速かつ的確に対応するため、定例会及び臨時

会とは別に、教育長及び教育委員で組織する教育委員会委員協議会（非公

開）を平成３０年４月に設置した。 

令和６年度は計１２回開催し、教育施策等に関する調査、研究及び協議

等を行った。 

 

４ 総合教育会議  

令和６年度は４回開催し、協議事項５件及び報告事項５件を取り扱った。 

 

令和６年度総合教育会議の開催状況 

区分 開催日 内  容 

第 1 回 
令和 6 年 5 月 23

日 

協議事項 
 「第３期三木市教育大綱」の策定について 

（１）第３期教育大綱の構成について 
（２）第３期教育大綱の内容について 

報告事項 
（１）「三木市における今後の学校部活動及び地域

クラブ活動の展開についての意見書」の受領
について 

（２）「吉川地域における施設一体型小中一貫校設置
に係る地域協議会」進捗状況の報告について 
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５ 教育委員等のその他の活動状況等 

二十歳の祝典、スポーツ賞表彰式、三木市立教育センター研究グループ

発表会等に出席した。 

播磨東地区教育委員会連合会、兵庫県市町村教育委員会連合会が主催す

る研修会に積極的に参加し、今後の教育の在り方等について理解を深める

ことができた。 
 

(1)  参加した行事 

行事の名称 開催日 場 所 

中学校入学式 令和 6 年 4 月 9 日 各中学校 

小学校入学式 令和 6 年 4 月 10 日 各小学校 

体育会・運動会 
令和 6 年 5 月 25 日 別所小学校、緑が丘中学校 

令和 6 年 10 月 5 日 三木中学校 

計画訪問指導 

令和 6 年 7 月 5 日 自由が丘東小学校 

令和 6 年 10 月 10 日 三木中学校 

令和 6 年 10 月 15 日 吉川中学校 

令和 6 年 11 月 28 日 吉川小学校 

子どもたちのための教

育フォーラム 
令和 6 年 8 月 16 日 教育センター 

地域クラブに関する講 令和 6 年 11 月 13 日 サンライフ三木 

第 2 回 令和 6 年 8 月 19 日 

協議事項 
「第３期三木市教育大綱」の策定について 

報告事項 
「三木市における学校部活動に関する地域クラ
ブ活動への移行」に係る進捗状況について 

第 3 回 令和 6 年 11 月 20 日 

協議事項 
（１）吉川地域における施設一体型小中一貫校基本

構想（案）の「学校用地及び今後のスケジュ
ール」について 

（２）「第３期三木市教育大綱」の策定について 
報告事項 

吉川地域における施設一体型小中一貫校基本構
想（案）の骨子について 

第 4 回 令和 7 年 2 月 21 日 

協議事項 
「第３期三木市教育大綱」の策定について 

報告事項 
三木市における地域クラブ活動展開の進捗状況
について 
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行事の名称 開催日 場 所 

演会 

地域クラブ展開に関す

る説明会 
令和 6 年 12 月 17 日 教育センター 

三木市二十歳の祝典 令和 7 年 1 月 12 日 文化会館 

施設一体型小中一貫校

設置に係る先進地視察 
令和 7 年 2 月 4 日 

亀岡川東学園 

（京都府亀岡市） 

スポーツ賞表彰式・講演

会 
令和 7 年 2 月 17 日 中央公民館 

教育センター研究グル
ープ発表会 

令和 7 年 2 月 28 日 教育センター 

中学校卒業式 令和 7 年 3 月 14 日 各中学校 

小学校卒業式 令和 7 年 3 月 21 日 各小学校 

 

 (2)  参加した研修会 

研修会の名称 内 容  

①全県教育委員会研修会 

〇期 日 令和 6 年 5 月 16 日 

〇場 所 イーグレひめじ 

〇講 演  

・演 題 「『令和の日本型学校教育』を推進 

する地方教育行政の充実にむけて」 

・講 師  文部科学省初等中等教育局 

      初等中等教育企画課 

      課長補佐 鞠子 雄志 氏 

 

②播磨東地区教育委員会連

合会研修会 

〇期 日 令和 6 年 7 月 24 日 

〇場 所 明石市役所北庁舎 

〇講 演  

・演 題 「しんどさを抱える子どもたちの 

理解と支援」 

・講 師  立命館大学総合心理学部・ 

      大学院人間科学研究科 

      教授 宮口 幸治 氏 

 

③全県夏季教育委員会研修

会 

〇期 日 令和 6 年 8 月 23 日 

〇場 所 ホテル北野プラザ六甲荘 

〇講 演 

 ・演 題 「教育委員会の機能強化・活性化 
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研修会の名称 内 容  

       について」 

・講 師  埼玉県戸田市教育長 

       戸ヶ崎 勤 氏 

 

④播磨東教育長会・播磨東

地区教育委員会連合会合同

研修会 

〇期 日 令和 6 年 11 月 21 日 

〇場 所 明石市役所北庁舎 

〇講 演 

・演 題 「レジリエンス教育～逆境や困難に 

立ち向かう力～」 

・講 師  一般社団法人日本ポジティブ教育協会 

足立 啓美 氏 

⑤市町村教育委員会研究協

議会 

〇期 日 令和７年１月１６日 

〇場 所 オンライン開催 

〇参加分科会 

 テーマ１ 更なる働き方改革、処遇改善、学校の 

指導・運営体制の充実の一体的な推進に 

ついて 

 テーマ２ 不登校対策・いじめ対策について 

 テーマ３ 学校部活動の地域連携や地域クラブ 

活動への移行について 

 

６ 教育委員会の活動の情報発信 
(1) 委員名簿、会議録等をホームページ等で紹介している。 

(2) 定例会の開催日時及び議案について、事前に告示している。 

(3) 委員会の会議を傍聴することができる。 

（ただし、議案の内容により、非公開とする場合がある。） 
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第 ２ 章 
 

教育委員会事務局の 

組織、職員数、主要業務 

及び決算見込額 
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 １ 教育委員会事務局の組織及び職員数（関係施設を含む。） 

 (1) 教育委員会事務局組織図（令和６年４月１日現在） 

アフタースクール

わんぱく広場、堀光美術館、みき歴史資料館、
文化会館

教 育 振 興 部 学 校 教 育 課

教 育 セ ン タ ー 青少年センター

小学校（１３校）、中学校（６校）、特別支援学校

小中一貫教育推進室

教 育 ・ 保 育 課

幼稚園（２園）

認定こども園（１園）

保育所（１園）

文 化 ・ ス ポ ー ツ 課

教 育 長

事 務 局 教 育 総 務 部 教 育 総 務 課

教 育 施 設 課

学校給食調理場（１０か所）

生 涯 学 習 課

公民館（９館）、三木南交流センター、三木コミュ
ニティスポーツセンター、福井コミュニティセン
ター、まなびの郷みずほ、別所ふるさと交流館、三
木ホースランドパーク（エオの森）

図 書 館 （中央、青山、吉川）

 
 

 (2) 教育委員会事務局の職員数 

（各年度 3 月 31 日現在） 

区  分 令和６年度 令和５年度 増減 

正 規 職 員 106 人 107 人 △1 人 

会計年度任用職員 314 人 293 人 21 人 

合 計 420 人 400 人 20 人 

（教育長を含む。） 
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 ２ 教育委員会事務局の主要業務 

教育委員会事務局の主な業務は、次のとおりである。 

（教育総務部） 

課 名 等 教育委員会業務 補助執行業務 

教育総務課 ・教育行政に係る企画及び総合調整 

・教育振興基本計画 

・教育委員会会議の開催 

・委員会の例規の制定及び改廃 

・総合教育会議に係る市長部局との 

連絡調整 

・奨学資金の給付 

・庶務、人事、組織、職員給与等 

 

・公立保育所及び公立認定こども 

 園の運営費 

 

教育施設課 ・教育施設の施設整備及び維持管理 

・教育財産（動産を除く。）の管理及

び活用 

・学校園備品の購入、廃棄及び管理 

・通学支援対策 

・学校給食 

 

・公立保育所及び公立認定こども 

 園の施設整備及び維持管理 

・公立保育所及び公立認定こども園

の給食 

 

生涯学習課 
（公民館） 
（図書館） 

・社会教育に係る企画・調整及び 

 調査・研究 

・社会教育団体の育成・支援 

・学校・家庭・地域の連携 

・高齢者大学（大学院） 

・子ども会 

・連合ＰＴＡ 

・二十歳の祝典の開催 

・市立公民館等の運営 

・生涯学習講座の実施 

・図書館の運営 

・中央公民館等複合施設の整備 

 

 

文化・スポー
ツ課 
（美術館・歴
史資料館・文
化会館） 

 

 

・社会体育の奨励、市民スポーツの振

興等 

・公益財団法人三木市スポーツ振興基金 

・社会体育施設の整備及び管理運営 

・スポーツクラブ２１の運営支援 

・文化芸術の振興 
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・文化芸術団体の育成支援 

・市民文化振興基金 

・文化施設の管理運営及び活性化 

・文化財保護、調査研究 

・国史跡の整備活用 

・歴史・美術の杜推進事業 

・地域クラブ活動の展開 

 

 

課 名 等 教育委員会業務 補助執行業務 

学校教育課 
（教育センター） 
（青少年センター） 

 
 

 

・学校教育の専門的事項の指導、教
職員研修 

・教科書採択 
・特別支援教育 
・学校の教育の情報管理 
・いじめ対策、不登校対策 
・県費負担教職員の人事管理 
・児童生徒の就学 
・学校保健及び学校災害共済 
・青少年の健全育成 

 

小中一貫教育
推進室 

・小中一貫教育の推進及び指導 
・施設一体型小中一貫校の調査、研

究 
・小中一貫教育のカリキュラム研究 
・先進校視察及び教員研修 
・コミュニティ・スクール、小規模

特認校制度の調査、研究 
・小規模校の教育支援 

 

（教育振興部） 



18 

 

教育・保育課 ・公立幼稚園に関すること。（人事
管理及び労務管理を除く。） 

・幼保一体化の推進 
・就学前教育・保育 
・子ども・子育て会議 
・就学前教育・保育施設の統合・廃園  
・就学前教育・保育施設の認可 
・就学前教育・保育施設に係る通園

支援対策 
・就学前教育・保育施設の入退所 
・就学前教育・保育施設の評価・監査  
・就学前教育・保育共通カリキュラ

ムの策定 
・就学前教育・保育施設の教育・保

育指導 
・保育者研修 
・保育料の徴収 
・放課後児童健全育成（アフタース 

クール）事業 
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３ 教育委員会所管業務の歳出決算見込額 

教育委員会所管業務の令和６年度における歳出決算見込額及び市全体の歳

出に占める割合の経年比較は、次のとおりである。 

 

  (1) 一般会計歳出決算見込における教育関係費の状況 

    教育関係費は、教育費、民生費及び総務費の合計額である。 

なお、民生費の児童福祉費は、認定こども園への給付費及び補助金、

アフタースクールの運営費、児童福祉に関わる職員の人件費等の額であ

る。 

（単位：円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ・小学校費が増加したのは、広野小学校の外壁等改修工事のほか、屋内運
動場等 LED 照明更新工事及び校門オートロック等整備工事を各５校で
実施したこと並びに４年に１度の教科書改訂に伴う指導書等を購入した
ことによる。 

  ・保健体育費が減少したのは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金の終了により、同交付金を活用した学校給食費の無償化を終了
したことによる。 

・児童福祉費が増加したのは、人事院勧告に基づく公定価格の引上げによ
り民間認定こども園への給付費が増加したこと及び人事院勧告により市
立認定こども園職員等の給与が増加したことによる。 

令和6年度 令和5年度
（決算見込額） （決算額）

教 育 総 務 費 768,858,354 723,725,946 45,132,408

教 小 学 校 費 882,904,221 643,526,194 239,378,027

中 学 校 費 320,205,543 307,014,975 13,190,568

育 特別支援学校費 42,801,425 38,467,212 4,334,213

幼 稚 園 費 111,229,667 130,173,284 △ 18,943,617

関 社 会 教 育 費 890,657,103 803,957,643 86,699,460

保 健 体 育 費 446,379,309 558,435,842 △ 112,056,533

係 小 計 3,463,035,622 3,205,301,096 257,734,526

②民生費 児 童 福 祉 費 3,381,435,590 3,245,344,427 136,091,163

③総務費 総 務 管 理 費 26,395,433 9,014,767 17,380,666

6,870,866,645 6,459,660,290 411,206,355合 計(①+②+③)

款 項 増減

①教育費
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(2) 市全体の歳出に占める教育関係費の経年比較（単位：百万円） 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

※ 認定こども園、保育所及びアフタースクールに関する事務を教育委員会事

務局職員が補助執行しているため、当該事務に係る経費は、民生費ではなく

教育関係費に含めている。 

※ 令和２年度に総務費が増加したのは、新型コロナウイルス感染症緊急経済

対策として、市民１人につき１０万円の特別定額給付金を支給したためであ

る。 
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第３期三木市教育振興基本計画体系 
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第 ４ 章 
 

施策の点検・評価（基本方針Ⅰ） 
 

基本理念 豊かな学びで未来を拓く 

基本方針Ⅰ 「未来を創る教育」を進めます 

１ 未来を担う子どもたちの生き抜く力を育てます 

 (1) 確かな学力の育成 

    (2) 豊かな心の育成 

    (3) 健やかな体の育成 

    (4) 特別支援教育の推進 

    (5) キャリア教育（社会的自立に繋がる学び)の推進 

    (6) 就学前教育・保育の充実 

２ 子どもたちの学びを支える環境づくりを進めます 

 (1) 教育環境の整備と充実 

    (2) 学校、家庭、地域が連携した教育の推進 

    (3) 教職員の資質・能力の向上 

    (4) 学校園の組織力の強化 
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基本方針Ⅰ 「未来を創る教育」を進めます 

１ 未来を担う子どもたちの生き抜く力を育てます 

施策（１） 確かな学力の育成 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① 基礎学力の定着と活用力・学びに向かう力の育成 
〇主体的に学習に取り組む力の育成をめざし、他者との意見交流を行ったり学びの振り返

りを共有したりするなどの授業づくりを進めた。 

〇つながりのある指導をめざし、各中学校区の実態を踏まえた９年間を見通したカリキュ

ラムの作成や、小・中学校教員交流研修による授業実践などを行った。 

〇基礎的・基本的な知識や技能の習得を図るため、デジタルドリル等の活用を推進した。 

② 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善の推進 
〇教育センターと連携し、定期開催のワークショップを通して教員と指導主事が一緒にな

って授業改善に取り組んだ。 

〇校内研修や教科研修部会において指導主事を派遣し、授業改善を推進した。 

〇全国規模の教育展示会やセミナーにおいて、最新の教育事情を学ぶ機会を提供した。 

③ 基本的な学習習慣の確立 

〇児童生徒一人一人が自らの理解度に応じて学習を計画し、主体的に課題に取り組んだり

学習の振り返りを行ったりするなど、学習内容の定着及び学習習慣の確立を図った。 

④ 放課後学習支援の充実 

〇放課後補充学習「がんばり学びタイム」を全ての小中学校で実施し、児童生徒一人

一人の理解度に応じた学習を支援した。 

⑤ グローバル人材を育成する教育の推進 
〇各校に ALT を派遣し、国や文化の異なる人々と積極的にコミュニケーションを図ろ

うとする態度を育む授業改善の取組を進めた。 

⑥ 情報活用能力の育成  
〇学びが深まったと児童生徒が実感できるよう、積極的にタブレット端末やインター

ネットを活用し、意図的に他者との意見交流を行うなどの取組の充実を図った。 

〇「情報活用能力」の更なる育成・向上を図るため、個々のレベルに対応しながら、

各教科等のあらゆる学習機会において、タブレット端末活用の「日常化」の促進を

図った。 

⑦ 小中一貫教育の推進  
〇夏季研修については、実践推進校（別所小・中学校及び吉川小・中学校）で 2 年間

にわたり積み上げてきた取組の成果や課題を市内教員と共有するとともに、各中学

校の実態に合わせて取組を協議した。 

〇各中学校区で、小中の教員が１５歳の姿を共有し、各教科のカリキュラムや指導の

ポイント集を作成し、９年間の系統性・連続性を意識できるよう取組を進めた。 
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Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 
（指標）全国学力・学習状況調査の平均正答率の全国との比較 

区分（項目） 
R1 

(実績) 
R2 

(実績) 
R3 

(実績) 
R4 

(実績) 
R5 

(実績) 
R6 

(実績) 
R7 

(目標) 

小学校 6 年生 －6％ 未実施 －３％ －６％ －５％ －５．５％ ＋1％ 

中学校 3 年生 －2％ 未実施 ±０ －２％ －２％ ＋1％ ＋3％ 

（全国学力・学習状況調査：小学校は 6 年生、中学校は 3 年生が対象） 
【数値目標における成果及び課題】 
〇両学年とも目標値を達成することはできなかったが、中学校 3 年生は全ての教科に

おいて上昇傾向がみられ、目標値に迫ることができた。 
〇基礎学力の定着及び「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を意識

した教育活動を今後も継続していく。 
〇教職員が調査結果を「評価の素材」として活用し、「子どもたちの資質・能力を伸

ばすため、どのような授業を行ったのか」というプロセスに目を向けることで、単
なる点数の比較ではなく、学力向上の本質的な要因を見極めることができるように
する必要がある。 

 
 
（指標）学校の授業時間以外に普段（月～金曜日）、小学生で１時間以上、中学生

で２時間以上勉強している子どもの割合（学習塾で勉強している時間や家
庭教師に教わっている時間も含む。）（全国学力・学習状況調査結果から） 

区分（項目） 
R1 

(実績) 
R2 

(実績) 
R3 

(実績) 
R4 

(実績) 
R5 

(実績) 
R6 

(実績) 
R7 

(目標) 
１時間以上勉
強している小
学生 

72.3％ 未実施 61.6％ 59.6％ 56.9％ 52.1％ 80％ 

２時間以上勉
強している中
学生 

38.4％ 未実施 38.4％ 31.0％ 32.0％ 32.9％ 50％ 

（全国学力・学習状況調査：小学校は 6 年生、中学校は 3 年生が対象） 
【数値目標における成果及び課題】 
〇小学生及び中学生ともに目標には及んでいない。学習への目的意識の低下や家庭環

境による学習習慣の定着不足などの要因が複合的に影響していると考えられる。 
〇家庭学習において、自分に合った方法で、無理なく学び続けられるようにするため、

学校の授業では、自分の学習の進め方を計画したり、振り返ったりする時間を大切
にする必要がある。 

 
 
（指標）「日本やあなたが住んでいる地域のことについて、外国の人に知ってもらい

たいと思いますか。」という質問に「はい」と答えた子どもの割合（自国を
尊重する態度の育成度合いを見る。）（全国学力・学習状況調査結果から） 

  ※ 全国学力・学習状況調査で項目削除となったため、点検・評価は行わない。 
 
 
（指標）「外国の人と友達になったり、外国のことについてもっと知ったりしてみた

いと思いますか。」という質問に「はい」と答えた子どもの割合（他国を
尊重する態度の育成度合いを見る。）（全国学力・学習状況調査結果から） 

  ※ 全国学力・学習状況調査で項目削除となったため、点検・評価は行わない。 



26 

 

 
 
（指標）普段（月曜日から金曜日まで）、１日当たりどれくらいの時間、スマートフ

ォンやコンピュータなどの ICT 機器を、勉強のために使っていますか。（１
時間以上と回答した児童生徒の割合） 

区分（項目） 
R3 

(実績) 
R4 

(実績) 
R5 

(実績) 
R6 

(実績) 
R7 

(目標) 

小学校 6 年生 22.8％ 27.8％ 21.7％ 25.8％ 50％ 

中学校３年生 19.0％ 13.6％ 13.9％ 15.0％ 50％ 

（全国学力・学習状況調査：小学校は 6 年生、中学校は 3 年生が対象） 
※ 上記のアンケートは、令和２年度の全国学力・学習状況調査から実施される予

定であったが、新型コロナウイルス感染症の影響により当該調査が実施されな
かったため、令和 3 年度の調査結果を基に目標数値を設定した。 

【数値目標における成果及び課題】 
〇対象学年の実績は、いずれも目標値を下回る結果となった。 
〇学び方の一つの手法として、ＩＣＴを活用した多様な学び方に目を向け、調べ学

習をはじめ、友だちとの意見交流や自分の考えの表現など、効果的なＩＣＴ活用
を取り入れていく必要がある。 

 
（指標）小中一貫教育の推進を見据え、９年間を見通した授業づくり 

区分（項目） 
R1 

(実績) 
R2 

(実績) 
R3 

(実績) 
R4 

(実績) 
R5 

(実績) 
R6 

(実績) 
R7 

(目標) 
異校種の学校
で交流研修や
授業を行った
教員数 

未実施 未実施 17 人 31 人 44 人 44 人 
累計 

180 人 

 ※Ｒ７の目標人数は、三木市立学校の教諭及び主幹教諭の約半数となる。 
【数値目標における成果及び課題】 
〇令和６年度は、全教員のうち、初任者、５年目、１０年目、１５年目など、対象者

を教育委員会が選定し、交流研修等を実施した。 
〇本計画期間に異校種の学校で交流研修や授業を行った教員数（累計）は１３６人と

なり、小中学校 9 年間の学びの系統性や児童生徒の心身の成長のつながりを把握す
る貴重な機会となり、相互の教育活動及び教育内容に対する理解がいっそう深まっ
た。 

 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① 基礎学力の定着と活用力・学びに向かう力の育成 
（成果） 

〇授業改善に対する教職員の意識改革が進み、児童の実態に即した課題や身に付けさ

せたい力について共通理解を深めた授業づくりに取り組んだ結果、目的意識を持っ

て学習に取り組む児童生徒が増えている。 

〇多くの教職員が９年間の学びのつながりを意識した授業実践や、小中学校教員間で

学力の育成に向けた情報共有に取り組んでいる。 

（課題） 

〇個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図り、学習活動を通じて思考を深

め、試行錯誤しながら課題に取り組むことで、学びに向かう力を育む必要がある。 

〇小・中学校９年間を通した系統的な学習計画や指導方法の研究、実践を継続する。 

② 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善の推進 
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（成果） 

〇授業において、学んだことを生かせる場面や他者と協働して課題を解決する機会を

設定するなど、主体的・対話的で深い学びの実現に向け授業改善が行われた。 

（課題） 

〇学力育成プロジェクト会議で示された「授業改善の４つの視点」を踏まえ、授業改

善を更に推進し、子どもたちが能動的に学び続ける力の育成に向け、指導助言を行

う必要がある。 

③ 基本的な学習習慣の確立 
（成果） 

〇学習後に「もっと知りたい」「できるようになりたい」と感じる児童生徒が多く、そ

れが「学ぶことの楽しさ」へとつながっている。 

（課題） 

〇基本的な学習習慣が、授業時間外の場でも生かされるよう、家庭との連携を更に充

実させる必要がある。 

④放課後学習支援の充実 
（成果） 

〇児童生徒がそれぞれの習熟度に応じた学習課題に取り組み、自ら学ぼうとする意識

を高めることができた。 

（課題） 

〇学習習慣の定着や学力の向上、学習意欲の醸成を図るため、デジタルドリルを活用

しつつ、個々の学習状況に応じた支援を継続していく必要がある。 

⑤ グローバル人材を育成する教育の推進 
（成果） 

〇英語専科教員を配置することで、より専門的で一貫性のある外国語教育の充実を図

ることができた。 

（課題） 

〇英語専科教員が未配置の学校もあるため、できるだけ多くの学校に配置し、より専

門的で一貫性のある外国語教育を推進していく必要がある。 

⑥ 情報活用能力の育成   
（成果） 

〇積極的にタブレット端末を活用することで、多様な情報にアクセスしやすくなり、

伝えたい内容が、伝えたい相手に、より明確に、効果的に伝わるなど児童生徒のア

ウトプットの質の向上がみられる。 

（課題） 

〇基本的な操作の指導とともに、情報化社会に適切に参画していくためのメディアリ

テラシー等の指導が必要である。 

⑦ 小中一貫教育の推進  
（成果） 

〇小中学校の教員が、中学校区ごとに各教科のカリキュラムや指導ポイントを整理し、

「１５歳の姿」を共有しながら取組を進めたことで、小中９年間の学びのつながり

を意識できた。また、実践推進校での２年間の取組や成果を共有したことにより、

教員の小中一貫教育への意識向上につながった。 

〇小中学校教員が、各教科のカリキュラムや指導のポイント集を作成する上で、１５
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歳の姿を共有しながら取組を進めることで、９年間を一体に捉えて教育活動を進め

ることへの教員の意識が向上した。 

（課題） 

〇小中一貫教育実践推進校のみならず、全ての中学校区において、めざす 15 歳の姿

を絶えず意識しながら、「交流行事」「授業づくり」を、小中学校教員で協働して積

み上げられるようにする必要がある。 

〇９年間を意識したカリキュラムや指導のポイント集については、作成するのみにと

どまらず、適宜修正しながら実際に活用できるようにしていく必要がある。 
 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① 基礎学力の定着と活用力・学びに向かう力の育成 

〇子どもたちが主体的に学び、対話を通じて思考を深められる環境を整備するため、

授業改善の推進を支援する。 

〇主体的に学びを深められるよう、子どもたちが安心して疑問や理解の難しさを表現

できる学習環境を整備する。 

〇子どもたちが主体的に学べるように学習の目的や進め方を明確にし、子どもたち自

身に見通しを持たせるなどの授業改善を行うとともに、これらの取組の結果、子ど

もにどのような力が付いたのかを検証する。 

〇子どもたちがどのように変容したか、どのような力が付いたかをより具体的に評価

する方法の研究及び実践を推進する。 

② 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善の推進 
〇学校訪問研修や授業づくりワークショップなど、指導主事の積極的な派遣により授

業改善を推進する。 

③ 基本的な学習習慣の確立 
〇ＩＣＴを最大限に活用することにより、友だちの意見を参考にしたり、学んだこと

をさまざまな表現方法で整理したりするなど、授業での学びを家庭学習にも生かし、

主体的に取り組む学習習慣の確立を図る。 

④ 放課後学習支援の充実 
〇デジタルドリルを活用した個に応じた学習を推進し、児童生徒が自身の学びを振り

返り、調整しながら取り組むことを支援する。 

⑤ グローバル人材を育成する教育の推進 
〇英語専科教員の配置を拡充するとともに、よりいっそう ALT と連携を図り、子ども

たちの学習意欲の高まりにつながる専門性を生かした魅力ある授業づくりを行う。 

⑥ 情報活用能力の育成    
〇情報技術の基本的な操作を系統的かつ継続的に指導するとともに、インターネット

にアクセスして得られた情報をどのように活用するかを念頭に授業づくりを行う。 

⑦ 小中一貫教育の推進    
〇小中一貫教育実践推進校では、引き続き取組を継続するとともに、授業研究会等の

機会を設け、小中学校の教員が９年間を意識した指導の在り方について共有できる

よう取組を推進する。 
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基本方針Ⅰ 「未来を創る教育」を進めます 

１ 未来を担う子どもたちの生き抜く力を育てます 

施策（２） 豊かな心の育成 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① 人権教育の推進 

〇９年間を見通した系統的な同和学習及び全教育活動を通した人権教育を推進した。 

〇人権・同和教育資料「三木市の人権・同和教育」を活用した研修や、夏季教職員人

権研修等を実施し、教職員の人権感覚を高め、日々の指導力向上を図った。 

② 道徳教育の充実 
〇教育活動全体を通じて自尊感情を育むとともに、道徳の授業実践では、他者や自己

との対話を取り入れた学習方法などに取り組み、教員の授業力向上を図った。 

③ 生徒指導の充実 
〇児童生徒の自己肯定感を高めるため、学習活動やさまざまな体験活動、人との関わ

り合いを通して達成感や成就感を味わう機会を増やすよう努めた。また、担当者会

を開催し、主体性を育む取組について研修したり各校での取組を情報共有したりす

ることを通して、教員の指導力向上を図った。 

〇不登校対策指導員を市内中学校３校に配置し、校内支援教室での生徒のニーズに応

じた指導・支援の実践研究を行った。更に、スクールカウンセラーやスクールソー

シャルワーカー、関係機関等を積極的に活用した支援体制を構築し、ＩＣＴを活用

した学習支援や居場所づくりなど、一人一人に個別最適な支援を家庭と連携して行

った。 

④ 多文化共生教育の推進 
〇母語支援が必要な児童生徒が在籍する学校に母語を話せる多文化共生サポーターを

派遣し、児童生徒のアイデンティティを確立させ、自信を持って学校生活が送れる

よう支援した。 

⑤ ふるさと教育の充実 
〇各校の実態に合わせて地域教材を生かした学習に取り組み、ふるさとのよさや先人

の素晴らしさを知る学習の機会を設けた。 

⑥ 体験的学習活動の充実 
〇「環境体験事業」や「自然学校」の活動を充実させるため、地域人材への積極的な

依頼や外部団体との連携の強化を進めた。また、「トライやる・ウィーク」について

は、推進協議会や関係機関との連携を密にし、登録数の増加や受入れ人数の拡大に

努めた。 

⑦ 防災教育の推進 
〇各校において、防災副読本「明日に生きる」を活用したり、避難訓練を行ったりす

るなど、防災リテラシーを高める取組を行った。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 
（指標）自分には良いところがあると肯定的に回答した児童生徒の割合 
    （全国学力・学習状況調査結果から） 
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区分（項目） 
R1 

(実績) 
R2 

(実績) 
R3 

(実績) 
R4 

(実績) 
R5 

(実績) 
R6 

(実績) 
R7 

(目標) 

小学校 6 年生 84.4％ 未実施 75.9％ 76.8％ 83.9％ 84.8％ 87％ 

中学校 3 年生 74.6％ 未実施 76.8％ 72.3％ 74.9％ 82.1％ 80％ 

（全国学力・学習状況調査：小学校は 6 年生、中学校は 3 年生が対象） 
【数値目標における成果及び課題】 
〇小学校 6 年生では目標値を達成できなかったが、中学校 3 年生では目標とする 

８０％を達成することができ、自己肯定感の向上がみられた。 
〇子ども一人一人の実態から学習活動の目標を設定し、授業づくりを進めている。子

どもたちに学んだことをフィードバックすることで、子ども自身の達成感につなげ、
自己肯定感を高めていくことが課題である。 

 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① 人権教育の推進 

（成果） 

〇校内研修や親子人権学習の教材研究などを通して、教職員の人権課題に対する理解

を深め、全ての児童生徒が尊重される学級づくりや、人権教育資料を活用した授業

実践など、児童生徒への指導に生かすことができた。 

（課題） 

〇さまざまな人権課題についての研修やセミナー等を周知するなど、学びの機会を創

出し、教職員のいっそうの人権意識の高揚を図ることが必要である。 

② 道徳教育の充実 
（成果） 

〇意見交流や振り返りの機会を設けることで、自分の考えを整理しながら他者の視点

を深く理解し、より多角的な思考へとつなげることができた。 

（課題） 

〇道徳で学んだ内容を、日常の実践的な行動へ結び付けていくことが必要である。 

③ 生徒指導の充実 
問題行動等の件数の推移（件） 

 問題行動 

年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

小学校 97 65 90 69 144 187 

中学校 148 122 107 88 121 168 

 

 いじめ（問題行動の内数） 

年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

小学校 53 44 42 50 70 56 

中学校 40 33 22 26 20 34 

      

（成果） 

〇児童生徒間の人間関係のトラブルに対し、教員が主体性育成の観点を踏まえつつ、

支援的立場として児童生徒の思いに寄り添いながら解決を図ることができた。また、

教育活動全体を通して互いに尊重する心を育成するとともに、問題行動の未然防止

に向けたプロアクティブな生徒指導を意識して取組を行うことができた。特に、人
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間関係のトラブルがいじめにつながっていかないように積極的に認知し、組織的に

対応したことで、継続的な経過観察が必要な事案があるものの、重大事態につなが

る事案はなかった。 

（課題） 

〇小・中学校における問題行動は近年の中で最も多くなっており、特に、暴力行為や

けんか、指導無視、SNS によるトラブルが増加した。更に、同一児童生徒が問題行

動を繰り返す事案も多く、児童生徒が抱える背景を踏まえ、スクールカウンセラー

やスクールソーシャルワーカー、警察等の関係機関と連携して対応に当たる事案が

複数発生した。今後も、個々の背景に沿った対応や課題未然防止に向けた教育活動

を着実に行っていく必要がある。 

 不登校児童生徒の状況 

 人数（人） 出現率 

三木市 三木市 兵庫県 全国 

小学校 46（-16） 1.42 2.18 2.14 

中学校 126（+10） 7.20 7.23 6.71 

   ※（ ）内数字は令和５年度比、兵庫県・全国は令和５年度実績 

（成果） 

〇スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーとの連携に努め、チームとし

ての不登校対応に取り組んだ。その結果、小学校では不登校児童が減少した。 

（課題） 

〇中学校では依然として不登校児童が増加傾向にある。不登校となる要因は個によっ

てさまざまであるが、一人一人の社会的自立に向け、個に応じたきめ細かな支援の

充実を図っていく必要がある。 

④ 多文化共生教育の推進 
（成果） 

〇国際交流協会の出前授業や母語サポーターとの交流、学校内の多言語表示などを通

して異なる文化の価値観や習慣を学び、日常生活や学習の場で多文化理解を深める

機会を増やすことができた。 

（課題） 

〇多文化共生教育に関する研修を通し、適切な指導を行える教員を育成する必要があ

る。 

⑤ ふるさと教育の充実 
（成果） 

〇児童生徒が地域の自然や特産物、事業、農業、歴史等に触れる学習の中で醸成され

たふるさとを大切に思う心が、児童生徒の作文やアンケートの結果に表れている。 

（課題） 

〇学校運営協議会や地域・保護者と連携を取り、積極的に地域人材を活用し、各校の

実態に応じたふるさと学習の充実を図っていく必要がある。 

⑥ 体験的学習活動の充実 
（成果） 

〇「環境体験学習」や「自然学校」「トライやる・ウィーク」など多くの体験をさせる

ことで、学校だけでは学ぶことのできない社会性等を育成することができた。 

（課題） 
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〇今後も充実した体験的学習活動を継続していくため、それにかかる人員を確保して

いくことが必要である。 

⑦ 防災教育の推進 
（成果） 

〇各校の実態に合わせ、全ての小・中学校において防災リテラシーを育成する取組（避

難訓練や総合防災訓練）を行うことができた。 

（課題） 

〇取組がマンネリ化しないよう、防災リテラシーの育成に向けた情報を提供し、各校

の取組充実を図る必要がある。 
 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① 人権教育の推進 

〇一人一人を大切にした教育活動を推進するため、さまざまな人権課題について学ぶ

機会を充実させ、教職員の人権意識を高めるとともに、指導力の向上を図る。 

② 道徳教育の充実 
〇教員が道徳教育の指導力を向上させるため、研修の充実を図り、効果的な指導方法

を学べる機会を提供するとともに、継続的に支援する。 

③ 生徒指導の充実 
〇学校の教育活動全体を通じ、児童生徒の成長・発達を支援する生徒指導を行うとと

もに、自己選択や自己決定の機会が確保された魅力ある学校づくりに取り組む。 

〇「三木市不登校対策アクションプラン」を基に、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカー、関係機関と連携し、社会的自立をめざすことに重点を置いた

支援体制を構築する。 

〇いじめを決して許さず、自他の生命、個性、人権を尊重する姿勢や態度を育成する。 

〇いじめの積極的な認知及び早期の組織的対応、関係機関との連携の推進など、いじ

め防止対策の強化に向けた体制を充実する。 

④ 多文化共生教育の推進 
〇母語サポーターや日本語指導支援員を配置し、児童生徒の心の安定及び自己実現を

図ることができるよう継続的に支援するとともに、児童生徒一人一人が異文化理解

を深め、多様性を尊重しながら学べる環境づくりを支援する。 

⑤ ふるさと教育の充実 
〇郷土資料（「わたしたちの三木市」「ふるさと兵庫魅力発見」等）や地域人材を積極

的に活用するとともに、小・中学校間でふるさと学習の計画や地域人材についての

情報を共有し、学習の充実を図る。 

⑥ 体験的学習活動の充実 
〇「環境体験学習」や「自然学校」「トライやる・ウィーク」だけではなく、各教科の

学習や総合的な学習の時間においても、児童生徒が実際に体験する活動が充実する

よう、各学校の好事例を全校に広める。 

⑦ 防災教育の推進 
〇災害発生時において、目の前の状況を適切に判断して行動し、自分の命を守れるよ

う、防災リテラシーを育成する取組の充実を図る。 
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基本方針Ⅰ 「未来を創る教育」を進めます 

１ 未来を担う子どもたちの生き抜く力を育てます 

施策（３） 健やかな体の育成 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① 体力・運動能力向上の推進 
〇令和５年度の全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果を基に、課題のみられた

能力を高められるよう、体育の授業で系統立てて取り組んだ。 

② 食育の推進 
〇基本的な食生活の確立や食に対する意識等の向上をめざし、給食の時間や家庭科、 

保健体育科の時間に、食に関する学習を行った。また、栄養教諭による給食指導を

行った。 

③ 健康教育の充実 
〇スクールカウンセラーによるストレスマネジメントの授業を行うなど、体だけでな

く心の健康も意識する取組を行った。 

④ 安全教育の推進 

〇交通安全教室や防犯訓練、避難訓練、心肺蘇生訓練等を実施することを通し、危険
を予測する力や判断力、主体的に行動する力の育成に向け指導を行った。 

 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 

（指標）運動が好きと答えた児童生徒の割合（全国体力・運動能力、運動習慣等調査
結果から） 

区分（項目） 
R1 

(実績) 
R2 

(実績) 
R3 

(実績) 
R4 

(実績) 
R5 

(実績) 
R6 

(実績) 
R7 

(目標) 
小学校 5 年生
男子 

94.6 未実施 91.5 92.4 92.8 91.4 95 

小学校 5 年生
女子 

84.1 未実施 83.7 86.2 88.7 82.9 90 

中学校 2 年生
男子 

87.9 未実施 85.0 88.2 94.3 91.2 90 

中学校 2 年生
女子 

78.1 未実施 74.6 78.6 78.4 77.8 85 

（全国体力・運動能力、運動習慣等調査：小学校は 5 年生、中学校は 2 年生が対象） 
【数値目標における成果及び課題】 
〇目標を達成できたのは、中学校 2 年生男子であった。 
〇運動機会の拡充や運動への関心、成功体験等を充実させるなどの工夫が必要である。 
 
（指標）全国体力・運動能力、運動習慣等調査の全国平均を 100 とした指数との比較 

区分（項目） 
R1 

(実績) 
R2 

(実績) 
R3 

(実績) 
R4 

(実績) 
R5 

(実績) 
R6 

(実績) 
R7 

(目標) 
小学校 5 年生
男子 

99.7 未実施 96.4 99.6 98.5 98.2 100 

小学校 5 年生
女子 

99.6 未実施 94.4 96.1 97.0 97.4 100 
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中学校 2 年生
男子 

91.9 未実施 96.8 94.0 95.1 94.6 100 

中学校 2 年生
女子 

94.9 未実施 93.6 96.6 95.0 98.0 100 

（全国体力・運動能力、運動習慣等調査：小学校は 5 年生、中学校は 2 年生が対象） 
【数値目標における成果及び課題】 
〇いずれの学年においても、目標値を下回る結果となった。 
〇苦手意識のある児童生徒に対し、段階的な指導やＩＣＴを活用した運動学習など、

研究を進めていく必要がある。 
 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① 体力・運動能力向上の推進 
（成果） 

〇全国体力・運動能力、運動習慣等調査において課題のみられた「投球能力」の数値

を伸ばすことができた。また、中学校女子生徒においては、全体的に数値を向上さ

せることができた。 

（課題） 

〇全国体力・運動能力、運動習慣等調査において「運動が好き」と答えた児童が減っ

ている。特に、小学校女子児童においては大きく減少し、運動離れが進むことが危

惧される。したがって、運動の意義や魅力について学ぶ機会の確保に努める必要が

ある。 

〇体づくりがこれからの人生において、健康の維持・増進や生活の質の向上等につな

がることを、家庭とも連携しながら指導していく必要がある。 

② 食育の推進 
（成果） 

〇給食の時間における栄養教諭による食育指導を通し、地元の食品への関心も高まっ

てきた。 

（課題） 

〇望ましい食習慣の形成のためにも、給食だよりなどを通して家庭への啓発に努める

必要がある。 

③ 健康教育の充実 
（成果） 

〇スクールカウンセラーによるストレスマネジメントプログラムなどを行うことによ

って、児童生徒のメンタルヘルスの向上を図ることができた。また、保護者向けの

プログラムを実施した学校では、メンタルヘルスについて家庭へ啓発することがで

きた。 

（課題） 

〇自己防衛・自己管理能力を高める指導に取り組んでいるが、ストレスへの不適切な

対応が問題行動やけが、事故につながることも考えられるため、今後、更に、関係

機関や専門スタッフとの連携強化が重要である。 
④ 安全教育の推進 

（成果） 

〇交通安全教室や防犯教室、避難訓練等を実施し、命を守るための危険予測や行動力

を高める指導を行うことができた。 



35 

 

（課題） 

〇学校だけでなく、地域や旅行先などでも危険に遭遇する可能性があることから、引
き続き、さまざまなケースを想定して訓練を行い、対応力を高めていく必要がある。 

 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① 体力・運動能力向上の推進 
〇運動好きを増やす授業づくりや 9 年間を意識した系統性のあるカリキュラムの作成

など通して、運動に親しむとともに、体力・運動能力の向上を図る。 

② 食育の推進 
〇給食や調理実習を通し、食べることの楽しさと大切さ、食べ物に対する感謝の気持

ちを高めるとともに、望ましい食習慣の形成に向けた家庭への啓発を継続する。 

 

③ 健康教育の充実 
〇スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、不登校対策指導員等との連

携を強化し、児童生徒のメンタルヘルスの向上を図る。 

 
④ 安全教育の推進 

〇命を守るため、危険を予測して的確に判断し、主体的に行動できる力を育成する。 
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基本方針Ⅰ 「未来を創る教育」を進めます 

１ 未来を担う子どもたちの生き抜く力を育てます 

施策（４） 特別支援教育の推進 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① 適切な指導及び必要な支援の実施 
〇保護者及び関係機関と連携し、支援を必要とする児童生徒に対し一貫した適切な指

導及び必要な支援を行えるよう、「個別の指導計画」及び「個別の教育支援計画」の

様式を市内で統一し、校務支援システムを活用して共有できるようシステム化した。 

② 認め合い、支え合う特別支援教育の推進 
〇全ての教員に特別支援教育に関わる研修会等への参加を促し、教員の専門性や指導

力の向上、発達障害等の特性を踏まえた学級経営・授業づくりに取り組んだ。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 
（指標）特別支援教育での個別の指導計画及び教育支援計画の作成状況 

 
【数値目標における成果及び課題】 
〇諸計画の作成状況については目標を達成しており、支援の状況を教員間や関係機関

とスムーズに情報共有できるようになっている。 
〇今後はクラウド化を行い、更に効果的な活用をめざす。 

区分 
(項目) 

R1 
(実績) 

R2 
(実績) 

R3 
(実績) 

R4 
(実績) 

R5 
(実績) 

R6 
(実績) 

R7 
(目標) 

指導計画 100％ 100％ 99.3％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

支援計画 83.3％ 93.6％ 90.9％ 100％ 100％ 100％ 90％ 

 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① 適切な指導及び必要な支援の実施 
（成果） 
〇保護者、福祉、医療等の関係機関、学校園間の連携が進み、スムーズな情報共有及

び一貫した支援体制づくりが進んできている。 
（課題） 
〇子どもの発達特性に応じた支援に加え、医療的ケアが必要な子どもへの支援など、

子どもの実態やニーズに応じた多様な支援が必要である。 
② 認め合い、支え合う特別支援教育の推進 
（成果） 

〇特別支援学級在籍児童生徒の交流学級での学習や、特別支援学校在籍児童生徒の居

住地校との学校間交流の取組が進んだ。 

（課題） 

〇全ての教員が特別支援教育に関する十分な知識及びスキルを身に付け、日々の教育

活動に生かせるようにするための継続的な研修が必要である。 
 

Ⅳ 令和７年度の取組 
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①  適切な指導及び必要な支援の実施 
〇支援を必要とする児童生徒に対し一貫した適切な指導及び必要な支援を行えるよ

う、「個別の指導計画」及び「個別の教育支援計画」の様式をデジタル化し、活用を
促進する。 

②  認め合い、支え合う特別支援教育の推進 

〇ユニバーサルデザインを取り入れた授業づくりや、多様性を尊重した学級づくりを

推進する。  
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基本方針Ⅰ 「未来を創る教育」を進めます 

１ 未来を担う子どもたちの生き抜く力を育てます 

施策（５） キャリア教育（社会的自立に繋がる学び）の推進 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① 社会的自立に必要な力の育成 
〇発達段階に応じたキャリア教育指導資料を活用するとともに、自らの目標や成長に

ついて定期的にキャリアノートを活用し振り返るようにした。 

② 社会に触れる機会の充実 
〇社会と自分との関わりを認識させるために、地域や保護者、関係機関等と連携し、

多様な体験活動を計画し、地域を支える産業に目を向ける機会を意図的に位置付け

て取り組んだ。 

③ 進路指導の充実 
〇積極的な情報提供や計画的な進路相談を行い、生徒が主体的に進路を選択し決定で

きる力の育成に努めた。また、「未来を創る学力育成三木モデル」の推進により、学

校での学びを自分の進路選択や今後の人生に生かそうとする意欲の向上に努めた。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 

 （指標）将来の夢や目標を持っているという問いに、肯定的に回答した児童生徒の割
合（全国学力・学習状況調査結果から） 

区分(項目) 
R1 

(実績) 
R2 

(実績) 
R3 

(実績) 
R4 

(実績) 
R5 

(実績) 
R6 

(実績) 
R7 

(目標) 

小学校 6 年生 87.6％ 未実施 79.6％ 79.2％ 82.5％ 82.9％ 90％ 

中学校 3 年生 71.2％ 未実施 64.1％ 67.9％ 55.3％ 68.3％ 75％ 

（全国学力・学習状況調査：小学校は 6 年生、中学校は 3 年生が対象） 
【数値目標における成果及び課題】 
〇小学校及び中学校において目標を達成することができなかったが、ゲストティーチ

ャーを活用した体験的な授業やトライやる・ウィークなど、多様な体験学習を通し、

児童生徒が地域や学校外の社会に直接触れ、将来の夢や目標を持つことにつなげる

活動を継続的に行っている。 

〇家庭環境や社会の価値観の多様化を踏まえつつ、学校運営協議会を活用するなど、
学校・家庭・地域が包括的なアプローチを図っていく必要がある。 

 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① 社会的自立に必要な力の育成 
（成果） 

〇自己の変容や成長を自己評価できるよう、キャリアノートを基に義務教育９年間分

の「キャリア・パスポート」を作成し、小学校から中学校、中学校から高等学校へ

引き継ぐことができた。 

（課題） 

〇「将来の夢や目標を持っているか」という全国学力状況調査の問いに肯定的に回答
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した生徒の割合は、全国平均よりもやや高い割合を示しているものの、小学校から

中学校にかけては、全国と同様に減少傾向となっている。激変する社会状況や学習

への不安など、さまざまな要因が絡んでいることが考えられる。 

② 社会に触れる機会の充実 
（成果） 

〇小学校での自然学校や中学校でのトライやる・ウィークをはじめ、多様な体験学習

を通し、児童生徒が地域や学校外の社会に直接触れることができた。 

（課題） 

〇学校の取組だけでは、トライやる・ウィークや体験活動の受入事業所が限定されて

しまうため、地域と連携した取組を推進しなければならない。 

③ 進路指導の充実 

（成果） 

〇生徒が自己決定できる機会を十分に確保できるよう、積極的な情報提供やＩＣＴを

活用した進路学習、計画的な進路相談を行ったことにより、個々に応じた進路選択

を行うことができた。 

（課題） 

〇将来の夢や目標を持っている生徒の割合が、全国平均よりもやや高い割合を示して

いるものの、小学校から中学校にかけては、全国と同様に減少傾向となっている。

学校教育だけにとどまらず、家庭環境や社会の価値観の多様化を踏まえつつ、学校・

家庭・地域が包括的にアプローチを取る必要がある。 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① 社会的自立に必要な力の育成 

〇児童生徒が自分の夢や憧れ、よりよい社会づくりに向かっていこうとする意欲を育

むため、学級活動や特別活動等においてやり遂げる体験やさまざまな役割貢献を実

感できる機会を創出する。 

② 社会に触れる機会の充実 

〇学校運営協議会等を中心に地域や保護者、関係機関との連携を図り、多様な事業所・

体験活動受入先を新たに拡大していくことで、児童生徒が社会に触れる機会の充実

を図る。 

③ 進路指導の充実 

〇生徒の能力や適性、興味や関心、障がいの状態や将来の進路希望などに基づき、保

護者との連携の下、個性に応じた進路指導を行うとともに、生徒が主体的に進路を

選択し、決定できる能力や態度を育成する。 
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基本方針Ⅰ 「未来を創る教育」を進めます 

１ 未来を担う子どもたちの生き抜く力を育てます 

施策（６） 就学前教育・保育の充実 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
①  一人一人の特性に応じた質の高い就学前教育・保育の推進 

〇令和５年度に引き続き 5 巡目となる特定教育・保育施設評価を、令和６年度の対象

となる１１園を対象に実施した。保育内容、職員の資質の向上及び安全管理の 3 つ

の基準について評価を行った。安全管理については、マニュアルの整備状況や訓練

の実施状況等の確認を行った。保育内容については 3 つの観点である「心の育ちを

優先した生きる力の基礎を育む」「異年齢交流を通して社会性を培う」及び「自尊感

情を育み豊かな人権感覚を養う」のうち１つの観点についての報告書や、日々の保

育計画や記録の確認、保育参観により指導助言を行った。 

②  多様な教育・保育ニーズへの対応 
〇臨床心理士、作業療法士、特別支援コーディネーターによる巡回相談を継続実施（希

望する各園所：２回／年）し、特別支援を要する子どもやその保護者支援について

助言を行い、個々に応じた支援の充実を図った。また医療的ケア児については 2 園

所で受け入れを行い、学校看護員との合同研修やガイドラインの見直し等により、

安心・安全な受け入れのための支援や体制づくりを実施した。 

〇保育ソーシャルワーカーによる巡回訪問を継続実施し、さまざまな課題を抱える家

庭への支援について、相談希望のあった市内１１園所（フォローアップ１０園所）

を対象に、専門的視点からの助言や関係機関との連携を図った。 

〇外国にルーツを持つ園児やその保護者への支援の充実を図るため、多文化共生担当

教諭を１人配置し、各園所（公立）へ巡回訪問し、異文化に触れる遊びの提供や在

籍する園児に対し日本語支援を実施した（訪問３園：計３１回）。 

③  地域連携の充実 
〇地域の行事やイベント等に積極的に参加したり、地域に出かけ自然や地域のかたと

触れ合ったりする機会を取り入れ、各園所や地域の実情に応じ、地域との連携を行

った。 

④  小学校教育との円滑な接続 
〇小学校教育との連携を見通した幼児教育の在り方について、保育者による実践交流

研修を年 3 回実施し、各園所の実践事例の交流や遊びを通した学びの「見える化」

についての共有を図った。 

〇小学校教諭との合同研修を２回実施し、計９３人（うち小学校教職員２２人）が参

加し、幼小交流活動プランニングや幼児教育と小学校教育とのつながりについて研

修会を開催した。 

⑤  在宅児童の保護者に対する家庭支援 
〇各園所においては、園庭開放や子育てひろば等を開催し、在宅児童家庭に対し遊び

やふれあいの場、子育て相談の場を提供した。 

〇関係機関と連携しながら、「子育て支援コーディネーター」を中心に、入園や子育て

に関する相談事業を実施した。 
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Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
  

（指標）就学前教育・保育施設入所保留児童数 

 （人数は 10 月 1 日現在） 
 

（※1）保育要件（2 号・3 号認定）で入園申込をした児童のうち、利用可能な
施設の情報提供を行ったが、その施設を希望せず入所していない児童のこと。 
 

（※2）「待機児童」とは、国の「保育所等利用待機児童数調査要領」に基づき、
利用可能な施設の情報を提供できなかった児童のこと。 

 
（※3）本市では、全てのかたに、希望園に入所していただくことを目標として

いるため、入所保留児童数を指標としている（目標値については、４月１日時
点のデータにより算出）。 

区分 
(項目) 

R1 
(実績) 

R2 
(実績) 

R3 
(実績) 

R4 
(実績) 

R5 
(実績) 

R6 
(実績) 

R7 
(目標) 

入所保留 
児童数 
（※1） 

106 人 125 人 109 人 84 人 77 人 68 人 

１１人 
令和６年度幼

保一体化計画

見直しによる 

（※3） 

待機児童数 
（※2） 

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
①  一人一人の特性に応じた質の高い就学前教育・保育の推進 

（成果） 
〇特定教育・保育施設評価において、学識経験者である委員から、園所や担任の保育

の課題、個々の乳幼児理解等について助言をいただくことで、発達理解や特性に応
じた環境づくり、主体的な遊びへの支援など、職員の資質向上につながっている。 

（課題） 
〇市内の各園所においてひとしく質の高い教育・保育をめざすため、幼児教育におい

て育みたい資質能力や、「幼児期の終わりまでに育ってほしい１０の姿」について、
各園所間同士でのより具体的な実践交流等により共有する機会を充実させる必要が
ある。 

〇保育者の質の向上については、職員間での話し合いや自己評価等が重要であるが、
各園所において時間の確保が難しく、改善傾向にはあるものの課題となっている。 

②  多様な教育・保育ニーズへの対応 
（成果） 
〇巡回相談では、専門的な立場からの助言により、子ども理解が深まったり支援の方

向が明確になったりすることで、個々に応じた支援を職員間で共有し一貫した支援
につながっている。また、医療的ケア児の対応に関しては、新たに災害時の対応を
加えるとともに、医療的ケア実施ガイドラインの見直しを行い、より安心かつ安全
な体制づくりに努めた。 

〇保育ソーシャルワーカーによる専門的視点からの助言により、家庭への支援の在り
方が明確になり、園所と家庭との安定した関係を築く支えの一端となっている。ま
た、必要なケースについては関係機関につなぎ、見守りや相談サポートを行うこと
ができた。 

〇多文化共生巡回訪問により、外国にルーツを持つ子どもに対し、遊びを通した個別
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での日本語支援「ハッピールーム」を実施したことで、安心して自己発揮できる場

となっている。併せて、異文化に触れる遊びの提供や、やさしい日本語等を用いた

文書の作成など、保護者支援にも努めることができた。 

（課題） 
〇特別な支援を要する子どもや外国にルーツを持つ子どもへの支援、さまざまなケー

スに対応した家庭・保護者支援など、園所が担う業務が多様化しており負担も大き
いため、継続したサポート支援体制が必要である。 

〇多文化共生巡回訪問については公立園のみでの実施であったが、今後、民間園も対
象に多文化共生に関する支援を広げていくため、スムーズな導入に向けて工夫が必
要である。 

③ 地域連携の充実 
（成果） 
〇地域の行事や祭り、イベント等への参加や、施設訪問、地域のボランティアや高齢

者を招いて触れ合うなど、身近な地域や関わりを持っていただいたかたがたへの親
しみや感謝の気持ちを持つ機会となった。 

（課題） 
〇交通手段の制約により活動場所が限られたり、園所の希望と地域団体の受け皿が合

わなかったりするなど、園の希望や思いだけでは連携が難しいこともあり、そのこ
とが経験の差につながらないかという危惧がある。 

④ 小学校教育との円滑な接続 
（成果） 
〇幼児教育についての理解と小学校へのつながりについて共に学んだり、交流プラン

ニングや情報交換したりする機会を持つことができた。プランニング研修を基に、
実際に交流活動の実施につながった学校園所の事例もみられた。 

〇実践交流研修では、就学前施設の保育者間同士で、遊びを通した学びについて、実
践事例を基に、子どもの学びの読み取りや「見える化」について共有し合う機会と
なった。 

（課題） 
〇小学校とのつながりを見通した幼児教育の在り方ついては、市内の就学施設間同士

で、育みたい力やそのための環境や支援の在り方など、いっそうの共通理解が必要
である。 

〇幼小連携については、学校と園所の職員間での意識の違いがまだまだ感じられるた
め、連携の必要性を説明し、それぞれの教育・保育への相互理解を深めていく必要
がある。 

⑤ 在宅児童の保護者に対する家庭支援 
（成果） 
〇相談窓口において、保護者からの相談に応じ、子育て支援課や健康増進課その他関

係機関と情報共有し、必要に応じ、在宅の要支援児に対し入所調整等を行った。 
（課題） 
〇市内の就学前施設の入所状況において、待機児童数はゼロである。０～２歳児の就

園希望率が高くなっており、希望する園所への入園待ち児童数（入所保留児）は減
少しているものの、依然として一部存在している。 

 

Ⅳ 令和７年度の取組 
①  一人一人の特性に応じた質の高い就学前教育・保育の推進 
〇子どもの興味や関心に沿った遊びを通し、育みたい資質・能力が一体的に育まれる

よう、特定教育・保育施設評価の継続実施や、市内園所の課題に沿った保育者研修
（幼小連携や人権に関する課題、乳児保育の充実等）を実施し、更なる教育・保育
の質の向上を図る。 

〇公開保育による研修や協議を実施することで、一人一人に応じた支援や環境づくり
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など、より実践的な学びの機会により質の向上を図る。 
② 多様な教育・保育ニーズへの対応 
〇特別支援に関する巡回相談、保育ソーシャルワーカーによる巡回訪問を継続して実

施し、一人一人の子どもに応じた支援や、さまざまな家庭や保護者へ対応について、
関係機関と連携しながら支援を強化する。 

〇多文化共生巡回訪問の対象を市内の公立民間園所へ広げ、希望する園所に対し巡回
訪問を実施し、外国にルーツを持つ子どもやその保護者へのサポート、異文化理解
への取組を推進する。 

③ 地域連携の充実 
〇地域のさまざまな子育て支援団体や地域資源等について、各園所間での情報を共有

しながら、身近な地域の自然や人、文化等に触れる機会を保育に取り入れ、身近な
地域のよさを感じられるよう取組を推進する。 

④  小学校教育との円滑な接続 
〇幼保小架け橋期の教育・保育の連携を推進するため、幼保小架け橋期のカリキュラ

ム検討会議を開催し、検討委員会において本市のモデルカリキュラムの作成に向け
協議を行う。 

〇相互参観や合同研修により、幼児教育及び小学校教育の相互理解を深め、更なる連
携を推進する。 

⑤  在宅児童の保護者に対する家庭支援 
〇園所が開催する園庭開放や未就園児応援事業等について、地域の保護者に積極的に

発信し、安心して遊べる場や仲間づくりの場、子育て相談の機会を提供することで

家庭支援を図る。 

〇「子育て支援コーディネーター」による子育て相談事業を継続実施し、関係機関と
連携しながら、保護者への入園や子育てに関する相談、必要な情報提供等により支
援の充実を図る。 
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基本方針Ⅰ 「未来を創る教育」を進めます 

２ 子どもたちの学びを支える環境づくりを進めます 

施策（１） 教育環境の整備と充実 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① 学習機会の保障 
〇経済的な理由で就学が困難な児童生徒の保護者に対し、就学にかかる費用の一部を

援助することにより、義務教育の円滑な実施に努めた。 

【就学援助事業等実績】 

(ｱ) 総事業費 ６６,７２６千円 

(ｲ) 就学援助事業等支給者数   ７７４ 人 

(内訳) 
区分 

要・準要保護就学援助

事 業 支 給 者 数 

特別支援教育就学奨励

事 業 支 給 者 数 

 小  学  校 ４１７人 １１６人 

 中  学  校 ２１８人 ２３人 

 合   計 ６３５人 １３９人 

〇高校生等、大学生及び専修学校生の計２１３人に市独自の奨学金を給付した。また、

国及び県の同様の制度が急速に充実してきている現状に鑑み、公的支援の公平性を

確保し公費の重複支出を避ける観点から、三木市教育委員会奨学規則を改正し、奨

学金の対象者のほか、学校区分や金額を見直した。なお、周知期間を考慮し、見直

し後の制度は令和１０年度から適用することとした。 

【奨学金の給付状況】 

(ｱ) 総事業費 ２０,７２７千円 

(ｲ) 奨学金受給者数 ２１３人 

(内訳) 区分 給付月額 承認人数 給付額 

 国公立高校生 6,000 円 102 人 7,344 千円 

 私立高校生 12,000 円 40 人 5,760 千円 

 大学生 9,000 円 58 人 6,264 千円 

 専修・各種学校生 9,000 円 13 人 1,359 千円 

 計 － 213 人 20,727 千円 

  ※年度途中の退学・休学等により満額を給付されていない奨学生を含む。 

② 安全で快適な教育環境整備の推進 
〇広野小学校の外壁や屋上防水等の改修工事を実施した。 

〇三樹小学校、緑が丘東小学校及び自由が丘東小学校の屋内運動場の LED 改修工事を

実施した。 

〇平田小学校、三木小学校、志染小学校、口吉川小学校及び豊地小学校の防犯対策設

備（オートロック）工事を実施した。 

〇豊地小学校及び自由が丘中学校のプール水槽防水改修工事を実施した。 

③ 特別な支援を要する子どもたちに対する切れ目のない支援 
〇一貫した支援を進めるため、学校、関係機関等がスムーズな引継ぎや情報共有を行

えるよう、「個別の教育支援計画」の様式を統一した。 
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④ 学校再編の推進 
〇関係各課と連携を深め、子どもの人口推移に注視し、各学校区の状況の変化をつか

み、今後の対応について検討を進めた。 

⑤ 就学前教育・保育の一体化 
〇保育者合同研修において、近年、就園率が増加している乳児保育やこどもの人権に

関する研修、幼小接続に関する講義型研修のほか、各園所の具体的な保育実践例に

ついてグループワークを取り入れた実践交流研修（年間３回）を行った。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 

 （指標）学校トイレの洋式化 

 
【数値目標における成果及び課題】 

〇緑が丘中学校のトイレ洋式化工事を実施したことにより、同中学校の洋式化率は 
３３％から１００％となった。また、学校トイレの洋式化率は７２．８％となり、
目標の７０％を達成した。 

〇整備が必要な学校が複数残っている。児童生徒が安心してトイレを使用できるよう、

計画的に整備を進めていく。 

区分（項目） 
R1 

（実績） 
R2 

（実績） 
R3 

（実績） 
R4 

（実績） 
R5 

(実績) 
R6 

(実績) 
R7 

（目標） 
洋式化率

（便器数） 
50.9％ 50.9％ 63.1％ 66.2％ 67.5％ 72.８% 70％ 

 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① 学習機会の保障 
（成果） 

〇学用品費、通学用品費、新入学児童生徒学用品費等、校外活動費、修学旅行費、卒

業アルバム代等、オンライン学習通信費、学校給食費など、就学にかかる費用の一

部を負担し、家庭の教育費負担を軽減した。 

〇大学生や専修学校生等を対象に返済の必要がない給付型の奨学金を実施している市

町が限られている中、夢に向かって勉学に励む学生を支援することができた。また、

令和１０年度から見直し後の制度を適用することにより、国及び県の制度との重複

支出や給付額の妥当性についての懸案を解消することができた。 

（課題） 

〇当該年度の申請状況を踏まえ、他市町の状況も参考としながら、認定基準額を検討

する必要がある。 

〇これまで他の奨学金等との併用給付を可としていたため、令和１０年度から見直し

後の制度を適用することについて、十分に周知する必要がある。 

②安全で快適な教育環境整備の推進 
（成果） 

〇不良な施設や設備について適時修繕を行った。また、国の補助金を活用し、施設の

快適性や防犯能力を高める改修を実施した。 

（課題） 

〇市内の学校施設は、昭和４０年代から５０年代にかけて建築され、その多くが改築
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の時期を迎えている。児童生徒が安心して学校生活を過ごせるよう、計画的な整備

が必要である。 

③ 特別な支援を要する子どもたちに対する切れ目のない支援 
（成果） 
〇これまで課題となっていた「個別の教育支援計画」の様式の統一を行うことができ

た。今後、学校、関係機関等の引継ぎや情報共有において、効果的な活用が進めら
れることが期待できる。 

（課題） 
〇小中学校の引継ぎなどをより、効果的に行う必要がある。 
④ 学校再編の推進 
（成果） 

〇小規模化が進んでいる学校の望ましい教育環境の整備について検討を進めていくと

ともに、小規模化が進んでいる地域から意見書を受領した。 

（課題） 

〇小規模化が進んでいる地域と今後の対応について意見交換を行い、慎重かつ早急に

検討を進める必要がある。 

 

⑤ 就学前教育・保育の一体化 
（成果） 

〇他園所の具体的な実践事例について、他園所の保育者と共通の視点で協議し交流し

合う機会を持ったことで、遊びを通した子どもの学びの読み取りや支援の意図など、

学び合いを共有することができた。 

（課題） 

〇直面する共通課題や乳幼児期の教育・保育の本質に関わる課題等に沿って、保育者

がより意欲的に、かつ、実践につながるような研修を計画・実施していくことが必

要である。  
 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① 学習機会の保障 
〇継続して就学援助事業を実施し、義務教育の円滑な実施に努める。 

〇継続して奨学金を給付する（令和７年度から令和９年度までの３年は見直しの移行

期間として、現行制度を継続する。）。また、令和１０年度から見直し後の制度を適

用することについて、募集要領、市ホームページ、小・中学生の保護者との連絡シ

ステム等を活用し、十分に周知する。 

② 安全で快適な教育環境整備の推進 
〇緑が丘東小学校の校舎大規模改修工事（１期）で屋上防水、外壁の改修及び北校舎

（1 階から 4 階にかけてのグラウンド側）のトイレ改修（洋式化）工事を行う。 

〇三木小学校及び広野小学校の屋内運動場の LED 改修工事を行う。 

〇広野小学校、三樹小学校、別所小学校、緑が丘小学校、緑が丘東小学校、自由が丘

小学校、自由が丘東小学校、三木中学校、別所中学校、緑が丘中学校、三木東中学

校、自由が丘中学校、吉川中学校、特別支援学校、志染保育所及び別所認定こども

園の防犯対策設備（オートロック）工事を行う。 

〇自由が丘小学校及び緑が丘中学校の外壁改修設計を行う 

〇三木中学校の屋内運動場空調設備の実施設計を行う。 

③ 特別な支援を要する子どもたちに対する切れ目のない支援 
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〇「個別の教育支援計画」などをデジタル化し、効果的な活用を推進する。 
④ 学校再編の推進 
〇小規模化が進んでいる地域と丁寧な対話を重ね、望ましい教育環境の整備に向け、

地域の理解と協力を得ながらスピード感を持って進める。 

⑤ 就学前教育・保育の一体化 
〇市内園所の共通課題に沿った保育者研修（幼小連携や人権に関する課題、乳児保育

の充実等）を実施し、更なる教育・保育の質の向上を図る。公開保育を通した協議

による研修を取り入れ、一人一人の発達や興味・関心に応じた支援や環境づくりな

ど、より実践的な学びの機会を確保することにより、教育・保育の質の向上を図る。 
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基本方針Ⅰ 「未来を創る教育」を進めます 

２ 子どもたちの学びを支える環境づくりを進めます 

施策（２） 学校、家庭、地域が連携した教育の推進 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① 「地域とともにある学校園づくり」の推進 
〇令和７年度のコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入に向け、対象

校（三木中学校、三木東中学校及び三木特別支援学校）並びに対象地域への説明会

を開催した。 

〇コミュニティ・スクールの自立的運営をめざし、教育委員会による事前打合せや会

議の運営補助、地域学校協働活動推進員の情報交換会の開催などの伴走的支援を行

った。 

〇教育委員会事務局の関係４課で組織する「地域クラブ担当者会議」において、本市

の地域クラブ活動の展開について検討を進め、ガイドライン及び運営方針を策定し

た。また、地域クラブ説明会の開催のほか、ホームページ及び広報紙による情報発

信を行い、理解促進に努めた。 

② 家庭の教育力の向上 
〇親の学びの場として、児童センターで子育てセミナー等の学習会を開催した。 

〇未就園児の親子を対象とした「子育てキャラバン」で、ふれあい遊びや手作りおも

ちゃの製作、絵本の読み聞かせ等を行い、家庭でもできる遊びの助言を行った。 

③ 子育てに不安を抱える家庭への支援 
〇児童センターや吉川児童館、地域の公民館で「子育てキャラバン」として未就園児

の親子の交流の場の提供や子育てに関する情報の提供、保健師や栄養士等による子

育て相談を実施した。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 

 (指標）コミュニティ・スクールの導入 

   
【数値目標における成果及び課題】 
〇令和７年度の目標に向け、令和６年度において市内中学校に段階的に導入すること

ができた。 
〇令和７年度は、2 年間の導入実績を踏まえ、２中学校及び特別支援学校への導入を

進めていくとともに、導入後の学校への伴走的支援の充実を図っていく必要がある。 

区分(項目) 
R1 

(実績) 
R2 

(実績) 
R3 

(実績) 
R4 

(実績) 
R5 

(実績) 
R6 

(実績) 
R7 

(目標) 
コミュニティ・
スクールの導入
状況 

0 0 0 ０ 2 中学校区 ４中学校区 
６ 中 学 校 区 
特別支
援学校 

 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① 「地域とともにある学校園づくり」の推進 
（成果） 
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〇コミュニティ・スクールを導入する学校や地域の代表との協議では、導入目的や委

員の役割等の概略について、既に導入している学校の取組を参考に情報共有を図る

ことができた。 

〇教育委員会が学校運営協議会の事前打合せに出席し、各協議会の実態に応じた指導

助言を行い、協議会の運営を補助することができた。 

〇「地域クラブ担当者会議」を１２回開催し、令和６年１１月に「三木市における地

域クラブ活動展開ガイドライン～学校部活動から地域で支えるスポーツ・文化芸術

活動へ～」を、令和７年３月に「三木市地域クラブ運営方針」をそれぞれ策定した。

また、令和６年１１月に地域クラブに関する児童・生徒、保護者を対象としたアン

ケート調査を実施するとともに、令和６年１２月に地域のかたや教職員を対象とし

た説明会を開催した。 

（課題） 

〇地域・保護者・学校が協働して子ども達に付けたい力の育成をめざす学校運営協議

会を、小学校にも設置していく必要がある。 

〇設置された学校運営協議会の更なる自立的運営につながるよう、伴走的な支援の在

り方を検討していく必要がある。 

〇アンケート調査や説明会での質疑内容に鑑み、クラブ活動を実施する地域の団体及

び指導者の確保や、活動場所、活動費用、教職員の関わり方など、本市における持

続可能な文化・スポーツ活動を推進していくために必要な体制を、より具体的に整

えなければならない。また、小中学校や保護者、地域に対し、今後の地域クラブ活

動の展開について説明会を開催し、丁寧に説明していく必要がある。 

② 家庭の教育力の向上 

（成果） 

〇 少子化が進み、こどもの発達や子育てについて知る機会が減少する中、学習を通し、

こどもについて理解することで保護者の安心感につながった。 

〇 こどもとの関わり方に不安を持つ保護者に対し遊びを助言することで、家庭での遊

びが広がった。 

（課題） 

〇 セミナー等の参加者数が少なくなってきているため、周知方法の工夫が必要であ

る。 

③ 子育てに不安を抱える家庭への支援 
（成果） 

〇「子育てキャラバン」において、保護者からの相談に応じ、関係機関と連携を図る

ことができた。 

（課題） 

〇保護者からの相談に迅速に対応できるよう、こどもサポートセンターと更に連携す

る必要がある。 
 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① 「地域とともにある学校園づくり」の推進 
〇小学校への導入計画を示し、導入校及び関係他課と綿密な連携を図りながら、円滑

な導入をめざしていく。 

〇より自律的な学校運営協議会運営となるよう、コミュニティ・スクール導入校の現
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状や課題を整理し、学校や委員との意見交換や研修会の開催など、支援の在り方を

考えていく。 

② 家庭の教育力の向上 

〇親の学びの場として、児童センターで子育てセミナーを開催する。 

〇児童センターや児童館、公民館等で未就園児の親子を対象とした「子育てキャラバ

ン」を実施し、ふれあい遊びや手作りおもちゃの製作、絵本の読み聞かせ等を行う。 

③ 子育てに不安を抱える家庭への支援 
〇子育てにおける悩みや問題に迅速に対応できるよう、こどもサポートセンターを整

備し支援体制を強化する。 
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基本方針Ⅰ 「未来を創る教育」を進めます 

２ 子どもたちの学びを支える環境づくりを進めます 

施策（３） 教職員の資質・能力の向上 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① 教職員の資質と実践的指導力の向上 
〇「未来を創る学力育成三木モデル」事業の推進を中心に据え、指導主事が学校を訪

問し、教員の意識改革や授業改善に向けた指導助言を行った。また、全教職員を対

象とした夏の研修のほか、授業づくりや授業方法等に関する研修を実施した。 

〇タブレット端末活用スキルの向上を図る研修（アプリの扱い方、活用方法等）を実

施し、情報活用能力をはじめとする教員のＩＣＴ指導力や、実践的指導力の向上を

図った。 

② 教職員の働き方改革の推進 
〇共同学校事務推進協議会や共同学校事務の推進に係るグループ連絡会議等を通し、

各学校における教職員の業務改善に関する取組やＩＣＴ活用等の実践例を共有し、

教職員の働き方改革を推進した。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 

 

 

 
 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① 教職員の資質と実践的指導力の向上 
（成果） 

〇「各学校で学習者を主体とした授業改善の取組など、教員の意識の変容がみられる

ようになり、「未来を創る学力育成三木モデル」に関する取組が進んだ。 

〇児童生徒一人一人に最適な学びの環境を整える取組の１つとして、「タブレット端末

等を積極的に活用したことがある」と回答した教職員が８４％と、高い水準を維持

している。 

（課題） 

〇教職員の研修受講率が低かった校種や年齢層があり、教職員の研修ニーズと研修内

容、研修形態が乖離している面もあったことが課題である。 

〇タブレット端末等の有効活用について、教員の中でも差がみられる。専門研修講座

や校内でのミニ研修などで利用方法や操作方法などを広めていき、どの教職員も有

効性の高い場面で積極的に活用できるようにしていく必要がある。 

② 教職員の働き方改革の推進 
（成果） 

〇学校と家庭をつなぐメール連絡システムの活用により、欠席連絡等の学校と家庭と

の連絡がスムーズに行えるようになり、家庭への配布プリントのデジタル化が進み、

印刷業務等の削減につながるなど、働き方改革の取組が進んでいる。 
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（課題） 

〇教職員の勤務に対するタイムマネジメントの意識高揚や業務の効率化は進んできて

いるが、まだまだ十分とはいえないため、意識改革や業務の効率化にとどまらず、

業務を削減する取組を進めていく必要がある。 
 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① 教職員の資質と実践的指導力の向上 
〇研修の実施に際しては、学校や教職員が直面する教育的な課題に対応した研修内容

を選定するとともに、講義形式の研修に加え、学習プラットフォームアプリを活用

した研修等を充実させ、教職員が主体的に参加するシステムを構築することで、実

践的指導力の向上を図る。 

〇受講的な研修だけでなく、教職員が学んできたことや実践してきたことを発表する

機会の設定や、相互の意見交流ができる場を設置するなどし、他者の取組や意見か

ら学ぶ場を充実させる。 

② 教職員の働き方改革の推進 
〇共同学校事務による各地区グループでの会議やグループ連絡会議等を充実させ、各

学校で業務改善につながる取組を精査し、市全体で取り組める内容を検討する。業

務改善につながる事例を周知することを通し、教職員の業務の削減及び教職員の在

校等時間の縮減を図るとともに、教職員一人一人のタイムマネジメント意識の高揚

を図る。 
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基本方針Ⅰ 「未来を創る教育」を進めます 

２ 子どもたちの学びを支える環境づくりを進めます 

施策（４） 学校園の組織力の強化 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① 管理職の組織マネジメント力の強化とミドルリーダーの育成 
〇新しい時代の教育に向けた持続可能な学校園の運営体制を構築し、学校管理職の組

織マネジメント力を強化するため、学校長との面談を複数回行い、定期的に指導・

助言した。 

〇「人材育成」や「ファシリテーション」「傾聴」についての内容で管理職対象の研修

を実施し、組織マネジメント力の強化に努めた。また、市主催の次世代スクールリ

ーダー研修会への積極的な参加を通し、今後の学校運営の中核を担う教職員の育成

に努めた。 

② 教職員相互の協力・協働体制づくりの推進 
〇多様化・複雑化する教育的ニーズに対応し、全ての子どもたちの可能性を引き出す

教育を実践できるよう、教職員相互の協力体制づくりに取り組み、さまざまな専門

職や関係機関等と連携した取組を行った。 

〇三木市教育委員会ハラスメント防止指針等を活用した研修を実施し、風通しのよい

相談し合える職場環境づくりに取り組んだ。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 

 

 

 
 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① 管理職の組織マネジメント力の強化とミドルリーダーの育成 
（成果） 

〇学校長との面談を年間複数回実施したことで、各学校での取組や直面している教育

課題について情報共有や指導・助言を行うことができ、学校長の組織マネジメント

力の強化を図ることができた。 

〇「次世代スクールリーダー研修会」を２回開催し、３０代～４０代の教員が延べ 

６３人参加した。「学校教育におけるファシリテーションとは」というテーマで研修

を実施し、ワークショップ等を行うことを通し、広い視野で学校組織をみる意識を

醸成することができた。 

（課題） 

〇学校が直面する課題の多様化・複雑化に対応するため、さまざまな研修の充実や外

部機関との連携・強化を図るなど、チーム学校として、いっそうの組織力及び対応

力を高めていく必要がある。 

〇今後の学校運営の中核を担う教職員の育成は、本市において大きな課題である。特

に、市内全教職員の４割を占める３０代の教職員を中心に、中・長期的な視野で次世



54 

 

代を担うリーダーを育成していかなければならない。 

② 教職員相互の協力・協働体制づくりの推進 
（成果） 

〇学校運営を支援するため、不登校対策指導員３人、三木市スクールカウンセラー５

人、スクールソーシャルワーカー４人、スクールサポーター１１人、特別支援教育

指導補助員７３人、学校看護員８人、部活動指導員６人、部活動指導補助員１７人、

スクール・サポート・スタッフ６人を市内の学校へ配置した。各学校において、そ

れぞれの専門性を生かしながら、教員と連携・協働して学校が直面する課題解決に

取り組む体制づくりが進んでいる。 

〇新規採用教職員に対し校内でメンターを指名したことにより、新規採用教職員が気

軽に相談できる職場づくりに取り組むことができた。 

（課題） 

〇今後も、多様化・複雑化する教育的ニーズに対応し全ての子どもたちの可能性を引

き出す教育を実践するためには、管理職のリーダーシップの下でビジョンを共有し、

教職員がチームとして協力し合い、互いの強みを生かすことのできる職場づくりを

推進していく必要がある。 

〇教職員が相互に信頼し合い、何でも相談し合える風通しのよい職場づくりをいっそ

う推進していく必要がある。 
 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① 管理職の組織マネジメント力の強化とミドルリーダーの育成 
〇学校長との定期的な面談や毎月開催される校長研修会、計画訪問指導等での指導・

助言を行うことを通し、市の喫緊の課題である「学力向上」及び「不登校対策」へ

の取組を中心に据えた学校長の組織マネジメント力の強化及び教職員の資質・能力

の育成を図る。 

〇「次世代スクールリーダー研修会」の開催や国や県などが主催する次期リーダー育

成研修への積極的な推薦を通し、中・長期的な視野で次世代を担うリーダーとなる

教職員を計画的に育成する。 

② 教職員相互の協力・協働体制づくりの推進 
〇多様化・複雑化する教育的ニーズに対応し全ての子どもたちの可能性を引き出す教

育を実践するため、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、不登校

対策指導員など、専門性を持つ多様な人材を継続して学校に配置し、これらの教職

員による「チーム学校」としての相互の協力体制を強化する。 

〇各学校において三木市教育委員会ハラスメント防止指針等を活用し、あらゆるハラ

スメントに関する研修を充実させるとともに、学校長面談等の機会を活用して教職

員の状況について情報共有を行いながら、教職員がやりがいを持ち、生き生きと教

育活動に臨める風通しのよい学校環境づくりを推進する。 
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施策の点検・評価（基本方針Ⅱ） 

 

基本理念 豊かな学びで未来を拓く 

基本方針Ⅱ 「生涯にわたる学び」を支えます 

１ 豊かな人生を応援します 

 (1) 人権教育の推進 

    (2) よりよく生きるための学びの充実 

２ 文化・スポーツの振興に努めます 

 (1) 市民文化の高揚 

    (2) 文化遺産の活用 

    (3) スポーツ環境づくりの推進 
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基本方針Ⅱ 「生涯にわたる学び」を支えます 

１ 豊かな人生を応援します 

施策（１） 人権教育の推進 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① 人権教育・啓発の充実 
〇各自治会において、生涯学習課や公民館と連携して住民学習会を開催し、インター

ネットにおける人権などの人権課題についての啓発を進めた。（３１４回、 

３，２６３人参加） 

〇「同和教育セミナー」及び「総合隣保館文化祭」において、インターネットにおけ

る人権をテーマとした研修会を開催した（同和教育セミナー１２０人、総合隣保館

文化祭２８７人）。 

〇人権問題啓発資料「ふるさとに生きる」を発行し、２万９千部を市内全域に配布し

た。学校教育や社会教育の場で活用できる内容を掲載し、人権教育・啓発に取り組

んだ。 

② いじめ防止の推進 
〇いじめを見逃さない地域づくりのため、三木市子どもいじめ防止センターの啓発ポ

スターを作成し、自治会、公共施設、医療機関及び大型店舗に掲示を依頼した。 

〇子どもいじめ相談の窓口に７件のいじめに関する相談があり、教育委員会及び学校

と連携して対応した。 

〇弁護士によるいじめ防止出前授業を中学校６校２０クラスで実施した。また、子ど

もいじめ防止センターだよりを 3 回発行し全小中学生に配布するとともに、自治会

での全戸回覧等を行った。 

③ 虐待防止の推進 
〇児童虐待の予防及び早期発見、必要な支援につなげるため、みきっ子未来応援協議

会要保護児童部会を開催し、学校・行政等関係機関の連携強化を図った。 

④ 男女共同参画の推進 
〇公民館での男女共同参画セミナー出前講座や男女共同参画週間記念講演会を開催す

るとともに、男女共同参画センター情報誌を３回発行した。 

〇女性リーダー育成講座「みきウィメンズすてっぷあっぷ塾」を８回開催するととも

に、集大成として年度末に防災フェスタを開催した。 

〇男性の家事、育児を推進するため、男性のための簡単料理講座を３回、父子料理体

験講座を１回それぞれ開催した。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 

（指標）住民学習参加者の年代別の参加率 

区分(項目) 
R1 

(実績) 
R2 

(実績) 
R3 

(実績) 
R4 

(実績) 
R5 

(実績) 
R6 

(実績) 
R7 

(目標) 
20 歳以上の人
口に対する 20
歳以上の参加者
の参加率 

6.47% 4.25% 5.33% 5.60% 5.32% 5.23% 7% 



57 

 

若年層（20 歳以
上～39 歳以下）
の人口に対する
若年層の参加者
の参加率 

1.22% 1.22% 1.64% 1.72% 1.31% 1.12% 2.2% 

（人口は各年度 3 月 31 日現在） 
【数値目標における成果及び課題】 
〇新型コロナウイルス禍（令和２年度）には参加率が２ポイント低下したが、近年、

コロナ禍前の参加率に徐々に戻りつつある。 
〇住民学習参加者における２０歳以上の参加率および若年層の参加率が令和５年度よ

りも低下している。 
 

 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① 人権教育・啓発の充実 
（成果） 

〇住民学習において、毎年違うテーマを取り上げることにより、参加した市民が多様

な人権課題を学ぶことができている。 

〇インターネットにおける人権等をテーマに取り組んだ住民学習の参加者の満足度は

８４．１％であり、学びの場に参加した市民から高い評価を得ることができた。ま

た、「同和教育セミナー」や「総合隣保館文化祭」において、インターネットにおけ

る人権を取り上げた研修を開催したところ、参加者の満足度は９０％以上と高い評

価を得ることができた。 

（課題） 

〇住民学習の参加の４９％が、５回以上参加しているとアンケートに回答しており、

参加者の固定化がみられる。 

② いじめ防止の推進 

（成果） 

〇家族からの相談が比較的多く、学校の対応に関する家族の受け止め方に誤解がある

場合がある。第三者としていじめ防止センターが入ることにより、双方の誤解が解

消されている。 

〇弁護士によるいじめ防止出前講座では、法律の観点から、いじめの定義等から分か

りやすく講義いただくことにより、生徒が改めていじめは許されない行為であるこ

とを感じるよい機会となっている。 

（課題） 

〇いじめを見逃さない地域づくりのため、地域のかたからの相談・報告も受け付けて

いることを、センターだより等により周知する必要がある。 

〇相談の件数が少ないのはいじめ防止センターの情報が行き届いていない可能性があ

ることから、引き続き、啓発が必要である。 

③ 虐待防止の推進 
（成果） 

〇関係機関における情報共有・協議・連携を行い、児童虐待の防止、早期発見、再発

予防につながった。 

（課題） 

〇学校や地域の関係機関、市民に向け、体罰や面前 DV など、さまざまな児童虐待が
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あることや児童虐待を疑うポイント等を周知し、児童虐待の予防や早期発見の重要

性を共有する必要がある。 

④ 男女共同参画の推進 

（成果） 

〇セミナーや講演会の開催とともに、情報誌を全戸回覧することにより、男女共同参

画の意識形成の向上につながった。 

〇地域で活躍できる女性防災リーダーを育成するための連続講座を開催し、年度末に

は塾生が企画・運営した防災フェスタに１３３人が参加した。 

〇男性のための簡単料理講座は開催日を日曜日とし、内容を初心者向けとしたことに

より、子育て世代の男性に多数参加してもらうことができた。 

（課題） 

〇セミナー等の参加者数が少なくなってきているため、講座内容や周知方法の工夫が

必要である。 

〇女性リーダー育成講座は少人数制の連続講座ではあるが、参加者数が非常に少ない

ため、募集段階で最低開催人数の設定や 7 割以上参加できる者などの制限を設ける

必要がある。 

〇令和６年度は、男性のための簡単料理講座、父子料理ともに非常に充実した内容で

あったため、令和７年度も、令和６年度と同様、受講者に満足していただけるよう

企画したい。 
 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① 人権教育・啓発の充実 
〇「市民じんけんの集い」「同和教育セミナー」及び「人権フォーラム」への参加を促

し、市民及び市職員・教職員の人権意識の高揚に努める。 

〇住民学習の参加率を高めるため、参加型学習など多様な取り組み方の研修の実施や

住民学習の支援を進める。また、これまでの自治会での住民学習の形態だけでなく、

地域の子ども会や消防団など多様な集まりにおいても人権学習を実施されるよう広

報を進める。 

② いじめ防止の推進 

〇自治会や公共施設、市内の医療機関や大型商業施設にポスターの掲示を依頼し、事

業の周知を行う。 

〇相談があった場合に迅速に学校と連携できるよう学校訪問を実施するとともに、市

内全小中学生にいじめ防止センター啓発用のクリアファイルを配布する。 

〇弁護士によるいじめ防止出前講座を充実させるため、弁護士にどのような内容を話

してもらいたいかを事前に学校に聞き取り、弁護士に連絡する。 

③ 虐待防止の推進 
〇ネットワークの連携強化や情報共有を促進し、児童虐待への効果的な対応につなぐ。 

④ 男女共同参画の推進 
〇広報紙やＳＮＳ（ソーシャルメディア）、情報誌の自治体回覧により周知する。 

〇女性リーダー育成講座の内容を充実させるとともに、最小開催人数等を設ける。 

〇参加者に満足いただけるよう、令和６年度と同様、内容や周知方法を工夫する。   
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基本方針Ⅱ 「生涯にわたる学び」を支えます 

１ 豊かな人生を応援します 

施策（２） よりよく生きるための学びの充実 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① ライフステージに対応した多様な学びの機会の提供 
〇高齢者大学・大学院での講座、学習内容の充実を図るため、周知期間を経て入学金

及び受講料の改正を行った。また、公民館の高齢者教室で入学案内のＰＲを行うな

ど、入学者数の増加に努めた。 

〇「みっきぃ生涯学習講師団」の充実及び認知度を高めるためホームページ等で掲載

し、講師登録を呼びかけた。 
② 公民館を核とした生涯学習活動の推進 

〇乳幼児教育学級など、充実した生涯学習講座の提供のほか、自主学習グループの育

成・立ち上げの支援を行った。 

〇公民館を地域のデジタル化の推進拠点とするため、全ての公民館に Wi-Fi 環境の 

整備を行った。 
〇公民館において、民間業者と連携したスマホ教室や県主催のスマホ教室を開催した。 

③ 地域の未来を担う人づくりと地域課題の解決に向けた支援 

〇「高齢者等の買い物支援」について、移動販売車の導入支援を行った。 

〇地域のまちづくり協議会で、青色防犯パトロールを実施した。 
④ 市民ニーズに対応した図書館の充実 
〇乳幼児から高齢者まで、全ての市民が便利に利用できる図書館事業を推進した。 

〇デジタル化による新たな図書館サービスを提供するための新図書館システムの調

査・研究を行った。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 

（指標）高齢者大学・大学院の学生数及びみっきぃ生涯学習講師団の利用
件数 

【数値目標における成果及び課題】 
〇高齢者大学・大学院の学生数は、新型コロナウイルス禍の影響から回復し、増加し

た。 
〇コロナ禍で当時の大学生が減ったため、その後の院生の数にも影響があったが、大

学生・院生の総数としては回復傾向にある。 
〇大学と連携し、更に利用者のニーズに合わせたカリキュラムや講座の充実を図るこ

とが必要である。 
 

区分(項目) 
R1 

(実績) 
R2 

(実績) 
R3 

(実績) 
R4 

(実績) 
R5 

(実績) 
R6 

(実績) 
R7 

(目標) 
高齢者大学・大
学院の学生数 

178 人 147 人 109 人 124 人 134 人 156 人 180 人 

み っ き ぃ 生 涯
学 習 講 師 団 の
利用件数 

61 件 27 件 30 件 58 件 78 件 77 件 70 件 
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（指標）生涯学習講座の参加人数 

【数値目標における成果及び課題】 
〇コロナ禍が明け、参加者が安定してきた。 
〇4 年前のコロナ禍の影響により落ち込んだ講座の参加者数には戻っていないため、

また増やしていくための新たな取組が必要。 

 

（指標）年間貸出冊数及び図書館利用者数 

【数値目標における成果及び課題】 
〇コロナ禍が明け、徐々に利用者数が回復しつつある。 
〇高齢の利用者も多く、一度にまとめて借りられるかたよりも、少しずつ借りられる

かたが増えており、貸出冊数は減少が続いている。利用者ニーズをより細やかに分
析し、利用増に努める。 

 

区分 
(項目) 

R1 
(実績) 

R2 
(実績) 

R3 
(実績) 

R4 
(実績) 

R5 
(実績) 

R6 
(実績) 

R7 
(目標) 

公 民 館 主
催 学 習 講
座 の 参 加
人数 

23,373
人 

12,115
人 

9,879 
人 

18,605 
人 

15,073 
人 

15,592 
人 

25,000
人 

区分 
(項目) 

R1 
(実績) 

R2 
(実績) 

R3 
(実績) 

R4 
(実績) 

R5 
(実績) 

R６ 
(実績) 

R7 
(目標) 

市民一人当
たりの年間
貸出冊数 

11.7 冊 9.1 冊 10.4 冊 10.2 冊 9.9 冊 9.7 冊 12.1 冊 

図書館利用
者数 

23.5 万
人 

15.7 万
人 

16.6 万
人 

16.6 万
人 

18.2 万
人 

18.2 万 
人 

24 万人 

 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① ライフステージに対応した多様な学びの機会の提供 
（成果） 
〇高齢者大学・大学院での講座は、カリキュラムに防犯、防災、認知症予防など地域 
 課題等の解決につながる講座を盛り込み充実を図った。 
② 公民館を核とした生涯学習活動の推進 
（成果） 
〇実績として、乳幼児教育学級を１１７回（延べ１，９９５人）、女性セミナーを 

８７回（延べ２，１７７人）、高齢者教室を８５回（延べ２，６２２人）それぞれ開
催した。。 

〇来館者にスマートフォン等を利用しやすい環境を提供し、小中学生がタブレットを 
利用した学習の場や、多世代交流の推進を図った。また、災害における通信インフ 
ラの活用が可能となった。 

〇デジタルデバイドの解消に向け民間事業者によるスマホ教室を開催し７８名の参加
があった。また、県主催のスマホ教室では、５８名の参加があった。 

（課題） 
〇対象となる乳幼児の対象が減少傾向にあるため、今後の乳幼児教育学級の開催方法

や内容などについて、検討が必要となってきている。 
③ 地域の未来を担う人づくりと地域課題の解決に向けた支援 
（成果） 
〇「高齢者等の買い物支援」のために地域課題として従来から要望のあった移動販売

車の運用が始まったことにより、高齢者の地域での見守りにつながっている。 
〇地域のまちづくり協議会で、小・中学生の下校時に合わせて青色防犯パトロールを
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実施した。また、ふれあいバス終了時に同じく青色防犯パトロールを月 1 回程度実
施し、安心・安全な地域環境の構築につながった。 

（課題） 
〇高齢者の買い物支援の移動販売車について、停留所での地域責任者の選定が課題と 
 なっており、公民館も停留所の一つとして検討する必要がある。 
〇別所地区では、令和７年度に地域ふれあいバスの運行が終了となる予定であり、地

域課題として今後のバスの活用について、青色防犯パトロールと合わせて、公民館
を拠点とした検討が必要である。 

④ 市民ニーズに対応した図書館の充実 
（成果） 
〇「図書館利用アンケート」の結果から利用傾向やニーズを分析することにより、更

にきめ細やかなサービスを行うことができた。 
〇令和７年度の図書館システム更新に合わせ、デジタル化を進めるためのシステム環

境や機能について協議を行い、方針・内容を決定した。 
（課題） 
〇市民が更に便利に利用できるよう、新しい図書館システムを円滑に稼働させ、デジ

タル技術を活用した図書館サービスの拡充を図る。 
 
 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① ライフステージに対応した多様な学びの機会の提供 
〇高齢者大学・大学院での講座、学習内容の充実を図り、入学者数の増加に努める。 

〇「みっきぃ生涯学習講師団」の充実を図り、事業の認知度を高め、市民が自主的に 

 学べる機会の提供を促進する。 
② 公民館を核とした生涯学習活動の推進 

〇充実した生涯学習講座の提供、自主学習グループの育成・立ち上げの支援を行う。 

〇公民館を地域のデジタル化の拠点とし、Wi-Fi 環境を活用したオンライン講座の実 

 施や、市民が情報機器などを活用して学習できる場として提供していく。 
③ 地域の未来を担う人づくりと地域課題の解決に向けた支援 

〇公民館及び市民協議会が連携し、「地域の課題は地域で解決する」という機運を醸成 

 し、住民主体のまちづくりを推進する。 

〇地域から地域のリーダーやまちづくりの担い手を育て、住民自身が望む理想的な地 

 域づくりを支援する。 

〇市内の全ての中学校及び三木特別支援学校に学校運営協議会を設置したことによ 

り、学校と地域における課題の解消に向け、学校と地域が連携しやすい環境づくりを 

推進する。 
④ 市民ニーズに対応した図書館の充実 
〇乳幼児から高齢者まで、全ての市民が便利に利用できる図書館を運営する。 

〇図書館システムの更新を行い、郷土資料のデータ化など、デジタル技術を活用した

新たな図書館サービスを推進する。 
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基本方針Ⅱ 「生涯にわたる学び」を支えます 

2 文化・スポーツの振興に努めます 

施策（１） 市民文化の高揚 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① 豊かな自己実現を図る文化・芸術活動の推進 
〇三木市の花「さつき」展覧会、三木市吹奏楽祭、みなぎの書道展、ふれあいサウ 

ンドメモリー・三木市民合唱祭、金物まつり協賛事業（作品展・芸能祭・茶会・ 

チャリティ茶会）、三木市菊花展覧会及び三木市展を開催した。また、東播磨地域 

では、第４９回東はりま大茶会を三木山森林公園で開催するとともに、コーラス

大会（加古川市）及び芸能祭（加西市）に文化芸術団体が参加した。 

〇市内在住の小・中学生を対象に、伝統文化こども教室（いけばな、茶道、囲碁、

将棋）を開催した。 
② 文化、芸術の振興と普及に向けた顕彰制度の活用 
〇令和６年にコンクールや大会等で優秀な成績を収められたかた２人に、三木市文

化芸術奨励賞を授与した。 

〇県指定重要無形民俗文化財である「吉川若宮神社のヤホー神事」の保存継承に永

年取り組み、地域文化の向上に尽くされた「ヤホー神事保存会」が、兵庫県文化

芸術功労者表彰ともしびの賞を授与された。 
③ 文化会館や美術館における文化・芸術事業の企画と開催 
〇市民参加型事業の「三木第九演奏会」及び「みき演劇セミナー」を三木市文化会 

館で開催した。 

〇市制施行７０周年記念事業として、堀光美術館やみき歴史資料館において上田桑

鳩展を開催するとともに、特別講演会やギャラリートークを開催した。また、中

学生から１９歳までの若者を対象に「アートティーン公募展」を開催した。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 
（指標）堀光美術館の来館者数 

区分 
(項目) 

R1 
(実績) 

R2 
(実績) 

R3 
(実績) 

R4 
(実績) 

R5 
(実績) 

R6 
(実績) 

R7 
(目標) 

堀 光 美 術
館 年 間 来
館者数 

7,622 
人 

4,548 
人 

5,993 
人 

11,26
9 

人 

12,23
3 

人 

11,14
3 人 

10,00
0 

人 
【数値目標における成果と課題】 
〇堀光美術館では、本市ならではの上田桑鳩展をはじめ、本市にゆかりのある作家の

作品を紹介する企画展等を開催した。 
〇新型コロナウイルス禍を経て、令和４年度以降は１万人以上の来館者を維持するこ

とができた。 
〇子どもや若い世代の来館が少ないため、今後は子どもや若い世代を意識し、身近に

文化芸術を楽しめる機会づくりに努めることで、入館者数の増加を図る必要がある。 
 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① 豊かな自己実現を図る文化・芸術活動の推進 
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（成果） 
〇地域の文化芸術の高揚を図るため、各団体の団員募集や活動発表の機会を設けるな 

ど、積極的に支援した。伝統文化の継承及び発展を図るため、伝統文化こども教室

（いけばな、茶道、囲碁及び将棋)を開催し、地域の文化芸術への関心を高める機会

を設けることができた。 

（課題） 
〇文化芸術団体の高齢化が進む中、活動を継続している団体を支援するとともに、文

化芸術団体の活動内容の効果的なＰＲを推進する必要がある。 

② 文化、芸術の振興と普及に向けた顕彰制度の活用 
（成果） 
〇被顕彰者は、顕彰を受けることで更なる文化芸術活動への励みとなったと考える。 

（課題） 
〇文化、芸術の振興及び普及を目的として顕彰制度を設けているが、制度の認知度が

低く、推薦者を募集しても応募が少ない。 

③ 文化会館や美術館における文化・芸術事業の企画と開催 
（成果） 
〇堀光美術館については市制施行７０周年記念事業を開催し、新たな来館につながる

ようＰＲを行うとともに、ワークショップ等を行うなど、年間 1 万人以上の来館者

数があった。 

（課題） 
〇企画展や開催イベントの内容の充実を図り、積極的に情報発信を行うことで、文化

会館や美術館の更なる来館者数の増加を図る。 
 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① 豊かな自己実現を図る文化・芸術活動の推進 
〇地域の文化芸術の高揚を図るため、各団体の団員募集や活動発表の機会を設けるな

ど、積極的に支援やＰＲを行うとともに、市民が文化芸術に親しむ機会を設ける。 

② 文化、芸術の振興と普及に向けた顕彰制度の活用 
〇広報みきやホームページなどで、受賞者の紹介とともに顕彰制度の周知を行う。 

③ 文化会館や美術館における文化・芸術事業の企画と開催 
〇文化会館での市民参加型事業である「三木第九演奏会」及び「みき演劇セミナー」 

を行うとともに、新たに「映画上映会」を開催する。また、堀光美術館においては、

地域の美術文化の拠点施設として特別展や企画展等を開催するとともに、ワークシ

ョップなどの開催を通じ、市民が身近に芸術を楽しめる機会づくりに努める。 
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基本方針Ⅱ 「生涯にわたる学び」を支えます 

2 文化・スポーツの振興に努めます 

施策（２） 文化遺産の活用 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① 地域資源をいかした文化の振興 
〇上田桑鳩の作品展示や別所町秋祭り屋台の衣装展示など、年間４回の企画展をはじ

め、市内の史跡を巡る年間 5 回の歴史ウォークや、三木城発掘調査に係る発掘調査

体験イベント、現地説明会、歴史講座などを開催した。 

② 文化財保護の推進と活用 
〇三木城本丸跡・二の丸跡について、整備基本計画に基づき発掘調査を実施した。 

〇「六社神社屋台の旧水引幕・高欄掛け・布団締め」を市指定文化財に指定した。 

③ 文化遺産を維持、活用する担い手育成の支援 
〇令和５年度末から令和６年度にかけて、市内の各小・中・特別支援学校に歴史講座

の開催や校外学習でのみき歴史資料館の活用を働きかけるとともに、トライやる・

ウィークでは活動を希望する生徒を積極的に受け入れた。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 

（指標）みき歴史資料館の来館者数 

 
【数値目標における成果と課題】 
〇今までになかった企画展や各種イベントの実施により、新型コロナウイルス禍前と

同程度の来館者数を達成できた。 
〇来館者の感想やニーズを生かし、幅広い世代の興味関心を引く企画を検討・実施し

するなどし、来館者数の増加を図る必要がある。 

区分 
(項目) 

R1 
(実績) 

R2 
(実績) 

R3 
(実績) 

R4 
(実績) 

R5 
(実績) 

R6 
(実績) 

R7 
(目標) 

みき歴史資
料館年間来
館者数 

10,668 
人 

8,725 
人 

7,999 
人 

14,405 
人 

12,799 
人 

11,044 
人 

15,200 
人 

 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① 地域資源をいかした文化の振興 
（成果） 

〇歴史ウォークをはじめ、三木城の発掘調査を踏まえた歴史講座や愛宕山古墳の発掘

調査成果を報告する特別講演会には、定員を上回る参加希望者があった。 

（課題） 

〇みき歴史資料館の来館者数は、令和５年度と比較して特に夏場の減少が著しく、年

間で令和５年度の約８６％に止まり、コロナ禍前の水準に戻ってしまった。 

② 文化財保護の推進と活用 
（成果） 

〇三木城本丸跡・二の丸跡の発掘調査の結果、過去の調査で確認されていた堀の延長

部分が見つかるなど、三木城の具体的な構造の一端が明らかとなった。 
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（課題） 

〇令和８年度及び令和９年度の三木城本丸跡・二の丸跡の整備に向け、その内容を具

体的に検討していく必要がある。 

③ 文化遺産を維持、活用する担い手育成の支援 
（成果） 

〇小学校３校が校外学習でみき歴史資料館を利用し、小学校１校で歴史講座（人権講

演会）を開催した。また、トライやる・ウィークに中学校２校から７人が参加した。 

（課題） 

〇校外学習でのみき歴史資料館利用や歴史講座などを通し、三木の歴史や文化財に親

しむ児童・生徒は一定数いるが、来館者数全体に占める子どもや若い世代の割合は

小さい。 
 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① 地域資源をいかした文化の振興 
〇市内外の関係機関と連携を図りながら、令和８年放送予定のＮＨＫ大河ドラマに関

連したイベント等を企画・実施し、三木の史跡・文化財の魅力の発信に努めるとと

もに、みき歴史資料館の来館者数の増加につなげる。 

② 文化財保護の推進と活用 
〇令和４年度から令和６年度にかけて実施した三木城本丸跡・二の丸跡の発掘調査の

報告書を作成する。 

〇令和８年度及び令和９年度の三木城本丸跡・二の丸跡の整備に向け、整備基本計画

を改訂する。 

③ 文化遺産を維持、活用する担い手育成の支援 
〇次代を担う子どもたちや若い世代が気軽に三木の歴史や文化に触れることができる

イベントを、周辺施設や市の関連部署と連携しながら企画・実施し、三木の史跡や

文化遺産の魅力を伝えるように努める。 
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基本方針Ⅱ 「生涯にわたる学び」を支えます 

2 文化・スポーツの振興に努めます 

施策（３） スポーツ環境づくりの推進 
 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
①  「する、観る、支える」スポーツ環境づくりの推進 
〇子どもから大人まで、だれもが気軽に参加できる、スナッグゴルフペア講習会を開

催した。 

〇兵庫県実施の障がい者スポーツ大会の審判員として大会を支援した。 

〇指導者育成及び選手育成事業として、小学生野球教室やバレーボール選手強化練習

会を開催した。 

〇スポーツ協会と連携して市民スポーツ教室を開催し、スポーツの機会の提供及び技

術の向上を図った。 

② スポーツを通じた健康で活気あるまちづくりの推進 
〇みっきいふれあいマラソンやふれあいスポーツデーなど、市民の健康増進を目的と

したスポーツイベントを開催した。 

〇スポーツ推進員が講師となり、ニュースポーツの普及活動を行った。 

〇中学校部活動の地域クラブ活動への展開に向けた準備（ガイドラインの策定、講師

を招いての研修会や団体向けの説明会の開催、体験会の実施等）を行った。 

③ 三木の地域性をいかしたスポーツ振興 
〇市内のスポーツ施設を活用した小学生向けスポーツ大会を開催した。 

〇「ゴルフのまち三木」としての地域資源を活用し、スナッグゴルフ小学生全国大会

の開催及びその支援を行い、生涯スポーツの振興に努めた。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 

 （指標）市民の健康・体力づくりに繋がるスポーツベントの参加者数 

 
【数値目標における成果及び課題】 
〇第３０回みっきぃふれあいマラソンでは、２０２４年パリオリンピックの陸上競技

に出場された田中希実選手をゲストランナーに迎え、２，１０４人のランナーが参
加した。 

〇今後もより多くの人に参加してもらえるよう、マラソンイベントの周知や内容等の
見直し、コンテンツの充実を図っていく必要がある。 

 

 

 

 

 

区分 
(項目) 

R1 
(申込者

数) 

R2 
(申込者

数) 

R3 
(申込者

数) 

R4 
(申込者

数) 

R5 
(申込者

数) 

R6 
(申込者

数) 

R7 
(目標) 

みっきぃ
ふれあい
マラソン 

2,725
人 

延期 延期 
1,173

人 
1,375

人 
1,960

人 
3,000

人 
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（指標）スポーツ公園におけるスポーツ施設の利用者数 
区分 
(項目) 

R1 
(実績) 

R2 
(実績) 

R3 
(実績) 

R4 
(実績) 

R5 
(実績) 

R6 
(実績) 

R7 
(目標) 

三木山 

総合公園 

133,402

人 

117,077

人 

126,310

人 

171,443

人 

186,146

人 

187,809

人 

150,000

人 

吉 川

総合公園 

89,224

人 

60,842

人 

72,674

人 

99,817

人 

117,311

人 

130,290

人 

100,000

人 

【数値目標における成果及び課題】 
〇三木山総合公園等の市内スポーツ施設での各種スポーツイベントの開催を通じ、ス

ポーツ振興に取り組み、利用者数の増加につながった。 
〇今後も各種スポーツイベント等を通じ、日常的にスポーツ施設を利用し、スポーツ

に親しんでもらえるような取組を行う必要がある。 
 
 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
①  「する、観る、支える」スポーツ環境づくりの推進 
（成果） 

〇スナッグゴルフペア講習会、小学生野球教室及びバレーボール選手強化練習会では

多くの参加者があり、スポーツに対する市民の関心を高めることができた。また、

障がい者スポーツ大会を通じて支えるスポーツの意識を醸成することができた。 

（課題） 

〇事業のＰＲを強化し、より多くの市民に取組を知ってもらう必要がある。 

〇これまで地域スポーツを支えてきたスポーツ協会、スポーツ推進委員及びスポーツ

クラブ２１の担い手不足や高齢化が課題となっている。 

② スポーツを通じた健康で活気あるまちづくりの推進 
（成果） 

〇スポーツ推進委員の主催により、ふれあいスポーツデーを開催し、年齢や障がいの

有無に関係なく実施できるモルックやボッチャなどのニュースポーツや生涯スポー

ツの体験会等を実施した。 

〇学校部活動の地域クラブへの展開に向けては、ガイドラインを策定し、方向性を示

した。 

（課題） 

〇健康寿命の延伸のため、スポーツ推進委員活動等による生涯スポーツの普及啓発に

いっそう取り組む必要がある。 

③ 三木の地域性をいかしたスポーツ振興 
（成果） 

〇ゴルフのまち推進課と連携し、スナッグゴルフ大会やゴルフまつりを通じてゴルフ

のまち三木のＰＲ及びゴルフ振興を行った。 

（課題） 

〇学校統廃合や地域クラブ活動の展開などにより、身近に利用できるスポーツ施設の

確保が必要となってくるため、既存施設の有効活用や減免・優先利用の取扱いなど

を整理する必要がある。 
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Ⅳ 令和７年度の取組 
①  「する、観る、支える」スポーツ環境づくりの推進 
〇トップレベルのスポーツ選手によるスポーツ教室等を通じて市民のスポーツへの関

心を高めるとともに、技術力の向上やスポーツに対する理解を深める。 

〇スポーツ推進委員のニュースポーツ等の出前講座を通じ、生涯スポーツの普及に努

める。 

〇スポーツ協会、スポーツ推進委員、スポーツクラブ２１などの団体と綿密な連携を

図り、スポーツ振興や環境の整備を図る。 

〇部活動の地域クラブ活動への展開に向け、地域の関係者と体制の整備を図る。 

②  スポーツを通じた健康で活気あるまちづくりの推進 
〇スポーツ推進委員によるニュースポーツ等の出前講座を通じ、生涯スポーツの普及

啓発に努める。 

〇みっきぃふれあいマラソンやふれあいスポーツデーなどのスポーツイベントを通

じ、地域活性化や健康づくりを推進する。 

③  三木の地域性をいかしたスポーツ振興 
〇ゴルフのまち推進課と連携し、ゴルフ振興を図るためのイベントの支援を行う。 

〇三木山総合公園や三木総合防災公園などのスポーツ資源を活用したスポーツイベン

トの開催を行う。 

〇ワールドマスターズゲームズ関西に向けた準備会を関係団体と設置する。 
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施策の点検・評価（補助執行） 

 

市長の権限に属する事務で教育委員会事務局

職員が補助執行している事務 

※基本方針Ⅰ-１ 「施策（６） 就学前教育・保育の充実」に掲

載したものを除く。 

放課後児童健全育成（アフタースクール）事業 
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市長の権限に属する事務で教育委員会事務局職員が補助執行している事務 
※基本方針Ⅰ-１ 「施策（６） 就学前教育・保育の充実」に掲載したものを除く。 

放課後児童健全育成（アフタースクール）事業 

 

Ⅰ 令和６年度に実施した主な事業 
① アフタースクールの運営・管理 
〇直営事業所 2 か所及び委託事業所１１か所の運営及び維持管理を行った。 

〇入退所児の管理、調整及び決定を行った。 

〇認定こども園等の就学前施設への訪問調査を行うとともに小学校との連絡会を開催

し、関係機関との情報共有を積極的に行った。 

〇緑が丘東アフタースクールの開設場所を旧緑が丘東幼稚園へ移転し、児童受入れ枠

の拡大に努めた。 

② 放課後児童支援員等の処遇改善（国の経済対策事業） 
〇アフタースクールの支援員・補助員の処遇を改善するため、直営事業所の会計年度

任用職員の賃金改善を引き続き実施するとともに、委託先の事業所については事業

所職員の賃金改善に要する費用を支援した。 
 

Ⅱ 指標における数値目標の達成状況 
 

 

 

 
 

Ⅲ 取組の評価（成果・課題） 
① アフタースクールの運営・管理 
（成果） 

〇昼間保護者等が家庭にいない小学校児童の受入れを市内全小学校区で行うことによ

り、対象児童が支援員等に見守られながら、安全に放課後を過ごすことができた。

また、そのことにより、保護者等の就労支援につながっている。 

（課題） 

〇地域により、高学年児童の待機が継続して発生している。 

 また、配慮を要する児童も年々増加傾向であることも重なり、支援員の確保及び質

的向上がいっそう求められている。 

② 放課後児童支援員等の処遇改善 
（成果） 

〇令和 4 年 2 月から国の臨時特例事業として始まったアフタースクールに勤務する職

員の賃金改善については、臨時特例事業期間終了後も継続して実施することができ

ており、支援員等の確保を図るとともに、事業者の負担軽減に寄与することができ

ている。 

（課題） 

〇アフタースクールの安定的な運営には支援員等の適切な配置が必要であり、今後も
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支援員等の処遇改善を図りながら、継続的に施設運営を進める必要がある。 

Ⅳ 令和７年度の取組 
① アフタースクールの運営・管理 
〇引き続き、直営事業所２か所及び委託事業所１１か所の適正な運営及び維持管理を

行う。 

〇アフタースクール支援員、受託事業者、小学校現場との更なる連携強化を図り、児

童の受入れ体制を整える。 

② 放課後児童支援員等の処遇改善 
〇国の交付金及び県の補助金を活用し、アフタースクールに勤務する職員の賃金改善

を継続して実施する。 
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第 ５ 章 
 

外部評価者の評価 
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Ⅰ 廣岡 徹（兵庫教育大学教職大学院 元教授） 

令和６年度における三木市教育委員会の事務の管理及び執行の状況に関する点検・評

価について 

 

令和６年度は、第３期「三木市教育振興基本計画」の後半に入ることから、前年度

までの振り返りを踏まえ、基本計画の円滑かつ効果的な進捗を図るとともに、以下の

領域で重点化を図り、数値目標等の実現に努めている。 

就学前教育・保育においては、学校教育への円滑な接続を図るとともに、近年増加

している外国にルーツを持つ子どもや保護者への支援として、市立自由が丘幼稚園に

「多文化共生担当」を配置するとともに、他の公立園所に日本語支援のための巡回訪

問を実施している。それらの成果の波及が待たれるところである。 

学校教育においては、「全ての子どもが今を幸せに感じる学校づくり」の実現のため

に、ＩＣＴの効果的な活用を図り、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の充実を図

ることも重要な視点である。最終年度を前に、それぞれの取組の成果と課題の共有を

図り、いっそうの充実に努めていることは、高く評価できる。 

施設一体型の小中一貫教育については、全中学校区の教員との連携により９年間の

カリキュラムの策定を終えた。前年度に引き続き地域協議会での協議等により、三木

市最初の「施設一体型小中一貫校」の在り方や特色について協議の深まりを期待した

い。 

教育環境の整備については、整備計画に則って順調に進捗している。また、急を要

する事案についても学校園との連携が図られており、引き続き、臨機な対応を図って

いただきたい。 

給食費の無償化については、保護者にとって有効な支援となっている。一方、給食

を通した「食育」については、地産地消やふるさと学習等の関連からも充実が図られ

ている。 

生涯学習施設においては、学習活動はもとより防災施設の観点からもＩＴ化、デジ

タル化が推進している。その進捗にあわせて、施設管理者、利用者共にＩＴリテラシ

ーの向上が求められよう。研修機会の充実もあわせてお願いしたい。 

このように、諸領域において、それぞれに喫緊の課題から将来的構想への対応も、

順調に進捗していることは、高く評価できる。 

なお、令和６年度は、様々な周年行事が開催された。それぞれに市民のふるさと意

識や郷土愛などの「シビックプライド」を深める貴重な機会となったと言える。次の

節目についての十年は、それぞれの取組の活性化と振興を図る貴重な年月である。次

の十年の取組に期待したい。 

以下、教育委員会の活動、各基本方針についての外部評価をまとめた。 
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第１章 教育委員会の活動について 

(1)開催の状況 

 教育委員会においては、定例会１２回に加えて、必要に応じて臨時会２回を開催す

るなど円滑に審議が行われている。議案には、修正可決されたものもあり、真摯な協

議が行なわれていることがうかがえる。 

(2)教育委員会委員協議会 

教育委員会とは別に、自主的に開催される教育委員会委員協議会は委員相互の交流

を深めるとともに、日本の教育の動向や三木市の教育の現状についての貴重な研修機

会である。引き続き、充実を図っていただきたい。 

(3)総合教育会議 

 「総合教育会議」においては、今年度は、４回にわたって「第３期三木市教育大綱」

「今後の部活動及び地域クラブ活動」「小中一貫校設置」という喫緊の課題をテーマに

ついて開催されており、総合教育会議における市長部局と教育委員会の連携がうかが

え、教育活動の市政全体での位置づけと取組が求められる点で、貴重な機会となって

いる。 

(4)教育委員等のその他の活動の状況等 

 入学式、卒業式、その他の地域の多くの行事に出席できた。教育委員が出席するこ

とで、教育委員という職の認知につながるとともに、学校の雰囲気や児童生徒の状況

を知る貴重な機会となる。また、学校園関係者にとって、その来訪は励みともなる。 

中でも、三木市立教育センターにおける研究グループ発表会への出席は、学校での

授業参観とは別に、学校の学習活動と教職員の研修状況を知る貴重な機会である。発

表後に感想等のコメントをいただけるとありがたい。 

 また、どこの市町においても、一般に、教育委員の意義と役割が市民に浸透してい

るとは言い難い状況もある。引き続き、教育委員会ＨＰ等を通して周知に努めていた

だきたい。 

 

第２章 教育委員会事務局の組織、職員数、主要業務及び決算見込額 

１ 教育委員会事務局の組織及び職員数 

教育委員会事務局の事務の執行においては「働き方改革」を推進し、職務の合理化

と効率化に努め、適正化が図られている。引き続き、事務の合理化・効率化を図ると

ともに、会計年度任用職員についても、職務の割り振り等、いっそうの効果的・効率

的な運用に努めていただきたい。 

 

２ 教育委員会事務局の主要業務 

 就学前教育、保育所、認定こども園に関する事務が補助執行となっていることから、

教育委員会において保・幼・小・中の連携についての俯瞰がしやすくなっている。引
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き続きそのメリットを活かしていただきたい。 

 また、教育振興部における「小中一貫教育の推進」にあたっては、就学前教育との

連続性や連携も重要な視点の一つであると言え、引き続き検証をお願いしたい。 

  

３ 教育委員会所管業務の歳出決算見込額 

 教育委員会においては、数年来、教室等への空調設備の整備やギガスクール化への

対応など、その円滑な進捗を図ってきた。今後は、その維持と充実とともに、「小中一

貫校」や「地域クラブ活動」等の計画的な推進が求められる。 

また、社会全体に経済的な理由で就学が困難な家庭が増加傾向にあるとも言われる。

引き続き就学援助事業等の充実を図っていただきたい。 

 

第３章 第３期三木市教育振興基本計画体系 

 体系は、それぞれの施策や実践項目の位置づけやその他の施策との関連性を示して

いる。 

教育委員会各課室、社会教育・生涯学習施設、学校園にあっては、それぞれの関連

性を踏まえた上で、事業や活動の効果的・効率的運用を図っていただきたい。 

 

第４章 施策の点検・評価 

 以下、それぞれの方針・項目について、所感を述べる。 

基本方針１「未来を創る教育」を進めます 

１「未来を担う子どもたちの生き抜く力を育てます」 

施策(1) 確かな学力の育成 

 ①基礎学力の定着と活用力・学びに向かう力の育成 

  基礎学力は「学びに向かう力」の基盤を形成し、「主体的・対話的で深い学び」は、

児童生徒の意欲・関心を高め、次のステップに立ち向かう意欲を育んでいく。あら

ゆる教育活動を通して「学びに向かう力」の育成を図っていただきたい。 

  全国学力・学習状況調査における平均正答率の全国との比較においては、小学校

６年生については、令和７年の目標値の達成には至らなかったが、とはいえ、令和

元年度以降、改善の傾向が続いている。中学校３年生では全国平均を上回るなど、

目標値に迫っている。 

基礎学力の定着においては、教職員の授業改善への意欲の向上とともに、様々な

教育課題における意識改革が大切である。 

引き続き、研修等の充実を図っていただきたい。 

 ②「主体的で対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善の推進 

  児童生徒一人一人が主体性を持って、かつお互いの意見を尊重し合って協働・協

議することで学びは深まる。「個別最適な学び」と「協同的な学び」の一体的な学習
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活動の展開を図っていることは評価できる。学力育成プロジェクト会議で示された

「授業改善の４つの視点」は、改善への道筋を考える貴重な視点となっている。引

き続き、４つの視点に立った実践と評価の循環を期待したい。 

③基本的な学習習慣の確立 

 全国学力・学習状況調査では、家庭での学習時間について、小学生では令和６年度

実績では前年度を４．８ポイント下回り、中学生では前年度を０．９ポイント上回っ

ている。とはいえ、該当の調査項目の数値は年度によって変化が大きく、経年比較は

難しい。その学年に特有な生活意識の傾向などの検証も必要かもしれない。 

 何はともあれ、家庭教育の領域に教員が関わることは難しいが、引き続き児童生徒

の観察に努めるとともに、ホームページや学年だより等の各種広報や保護者面談等を

通して、保護者の理解と協力を得られるよう啓発活動の充実が求められよう。 

④放課後学習支援の充実 

 放課後学習支援事業では一定の成果が見られる。児童生徒にとって基礎基本の確か

な定着が次のステップへのモチベーションとなる。デジタルドリルも、個々の児童生

徒の学力支援のための重要な手段と言え、その成果と課題の共有も図っていただきた

い。 

⑤グローバル人材を育成する教育の推進 

グローバル人材の育成のための外国語教育について、三木市では今次の学習指導要

領の実施以前から先進的な取組を進めてきた。また、４校に配置された英語専科教員

は、外国語学習活動の推進の担い手となっている。引き続きその成果の共有を図ると

共に、専科教員の配置の拡充と確保に努めていただきたい。 

⑥情報活用能力の育成 

全国学力・学習状況調査においては、「普段、１日あたりの勉強における１時間以上

のＩＣＴ機器の活用」は、小学校６年生２５．８％、中学校３年生で１５．０％とい

う状況である。 

一方、学習とは関係のないスマートフォン等の長時間使用やＳＮＳに関連する弊害

について、児童生徒への影響も課題となっている。あわせて、家庭における個人的使

用についての検証も必要であろう。 

また、単にインターネット等を手段としての活用で終わってしまう児童生徒も少な

くない。引き続き、活用して得た情報によって学びを深める授業づくりをめざしてい

ただきたい。 

⑦小中一貫教育の推進 

小中一貫教育の推進については、三木市では明確なグランドデザインを示し、多様

な研修会や視察等を重ね教職員の理解と認識を深めるとともに、２つの小中一貫教育

実践推進校における具体的な取組に関する実践的研究を進めている。これらの取組は、

その円滑な進捗に資するものと、高く評価できる。 
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「指標における異校種間で交流研修や授業を行った教員数」は令和６年度において

は、初年度、５、１０，１５年目の教員を対象としたことから、経験年数による悉皆

研修となっている。５年目毎の研修は段階的・発展的な内容になり、個々の教員の習

熟度を深めるという点で意味があると言えよう。 

また、内容によってはそれ以外の教員が、それぞれの課題に応じて受講できること

で、より研修の波及が期待できよう。 

引き続き参加機会の充実を図っていただきたい。 

 

施策（２）豊かな心の育成 

①人権教育の推進 

三木市においては、「三木市の人権教育・同和教育」や「ほほえみ」「きらめき」

を活用し、同和問題やいじめ問題などの人権課題に対応した学習の充実を図るとと

もに、教職員に対しては「同和教育伝承講座」をはじめ「教職員人権研修」を実施

するなど、教職員の人権意識を高め、指導力の向上を図ってきた。 

また、学校においては「人権教育年間指導計画」に基づき、全ての教育活動にお

ける人権教育の取組を推進している。 

全国学力・学習状況調査において「自分を肯定的に捉えている児童生徒の割合」

が実績値で、小学生８４．８％、中学生が８２．１％と、令和元年以降、漸増傾向

が続く中で、もっとも高い数値を示しており、継続的な取組の成果の一つとも言え

よう。 

②道徳教育の充実 

  道徳教育においても「主体的・対話的で深い学び」の趣旨を踏まえ、他者や自己

との対話を取り入れた学習による自己理解や他者理解を促す工夫が取り入れられて

いる。 

  また、「三木市指定教材」により、各小学校、中学校において、共通して使用する

教材と各学校の状況に応じて使用する教材を併用してカリキュラムが編成されてい

る。各学校の独自性は教職員の意識を高めるとともに、教材研究の機会ともなる。 

各学校それぞれ成果や課題を共有することで、児童生徒により効果的な授業の形

態や指導方法につながるものと思われる。 

③生徒指導の充実 

  問題行動、いじめの増加は全国的な傾向であり、三木市においても、年度毎に増

減はあるものの令和６年度は、小学校１８７件、中学校１６８件と、共に「第３期

教育振興基本計画」における令和３年以降、過去、最多となっている。 

また、問題行動の内数であるいじめの件数については、小学校では前年比約１．

４倍とやはり増加しているが、中学校では０．８倍と減少している。中学校での減

少は学校の丁寧な指導の成果の一端とも評価できるが、各学校においては、引き続
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き、児童生徒に寄り添い、支援的な立場からの解決を図っていただきたい。 

  不登校について、小学校では１６人の減少、中学校においては１０人増加という

状況にあるが、その出現率は小中学校共に県の数値を下回っている。 

不登校の要因は多様化・複雑化していると言われているが、個々の生徒の状況や

学校の状況等を踏まえつつ、引き続き個々の児童生徒への支援に努めていただきた

い。 

④多文化共生教育の推進 

  母語支援が必要な児童生徒への支援については、母語サポーターや日本語指導支

援員等との連携を図りながら取り組まれている。 

  三木市においては、既存の「学級担任必携」と見出しのついた「外国人の子ども

のための指導支援ハンドブック」と共に、令和２年度に刊行された兵庫県の「外国

人児童生徒のための受入ハンドブック」の活用に努め、担任でない教員にあっても

高い意識を培ってきたことは高く評価できる。 

三木市においても外国人児童生徒の増加の傾向がある。引き続き、それぞれのハ

ンドブックの内容を踏まえ、多文化共生教育に臨んでいただきたい。 

外国人児童生徒にとって、日本語能力や母国で身につけた学力等を理解して学習

指導を行うことのできる教職員の存在が重要である。 

また、母語支援が必要な生徒が同級生達との交流を通して日本理解を深めるよう

に、三木市の子どもたちも異文化への敬意と多文化との共生を学んでいく。引き続

き、実践の発表や事例研究等の校内はもとより校外における研修等の充実に期待し

たい。 

 

⑤ふるさと教育の充実 

将来、三木市に居住を続けるにしても他地域に居住するにしても、児童生徒は、

この地で人としてのアイデンティティを築いていく。ふるさとに関する教育・学習

は、その貴重な機会とも言える。三木市においては、従来から「三木市歌」や「三

木音頭」を学ぶなどの機会を提供するとともに「三木金物ふれあい体験」などを通

して、ふるさと教育の充実を図ってきた。 

ふるさと教育の核である郷土資料「わたしたちの三木市」は１３次にわたって改

訂が重ねられ、担当した小学校・養護学校社会科研修部会のふるさと三木市への熱

い思いが伝わってくる。児童の授業だけではなく、保護者や市民が目にする機会が

あれば、市民の「ふるさと意識」の醸成にも十分資するものと思われる。 

 ⑥体験的学習活動の充実 

  小学校における環境体験、自然学校、中学校における「わくわくオーケストラ」

「トライやる・ウィーク」、それぞれに歴史を重ね、学校にも地域にも定着し、児童

生徒の貴重な体験の機会となっている。一方で、「トライやる・ウィーク」等の社会
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体験等の担い手となる地域の人材が高齢化とともに減少しつつある。また、地場産

業が後継者不足から閉鎖されるという現状もある。知識や技能などの記録と維持の

取組の検証もお願いしたい。 

 ⑦防災教育の推進 

近年、台風の巨大化や線状降水帯による集中豪雨などの自然災害が大きな被害を

もたらしている。三木市においても美嚢川が氾濫危険水位に達するなどの状況が見

られる。また、三木市防災計画では山崎断層による被害想定も記載されている。 

学校園においては、市のハザードマップ等を踏まえつつ、それぞれの学校園にお

いて想定される災害への実践的な対応がせまられている。また、地域と連携した避

難所としての学校施設の運用についての備えも求められよう。 

また、児童生徒には知識としての学びとともに、災害の状況に応じて自ら適切に

対処できる防災リテラシーが求められている。そのためには教員自身の防災リテラ

シーの向上が求められることは言うまでもない。 

 

施策（３）健やかな体の育成 

①体力・運動能力向上の推進 

児童生徒の体力・運動能力の推進について、全国体力・運動能力、運動習慣等調

査の結果によると、「運動が好き」と答えた児童生徒の割合は、令和３年度以降、

着実に向上してきたが、令和６年度実績では、小学校５年生男女、中学校２年生男

女とも、僅かではあるが前年度実績を下回っている。コロナ禍や気象異常による制

約の影響があるかもしれない。活動の時期や場所の検証もお願いしたい。 

運動習慣のある児童生徒については、全国平均を１００とした指数では小学校５

年生、中学校２年生とも９５％以上の数値となっている。引き続き、児童生徒が運

動やスポーツに親しむ機会の充実を図っていただきたい。 

また、中学生においては運動の習慣の基盤とも言える部活動の地域への移行が推

進されることになるが、地域のスポーツ団体や施設等の状況についての検証が求め

られよう。 

 ②食育の推進 

  食育の推進にあたっては「食に関する指導の全体計画」に基づき、給食はもとよ

り、家庭科や保健体育科の授業との関連の中で行われており、望ましい食習慣の形

成や食に関する自己管理能力の育成や幅広い視点からの意識形成を促すものと評価

できる。 

また、近年は、天候不順の影響で地元食材の確保が難しい状況もあるが、祭事に

おける行事等の伝統食はふるさと学習とも関わり、特色的な地元食材や料理を知る

貴重な機会となる。 

「給食だより」などを通して家庭との連携も図りながら、引き続き充実を図って
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いただきたい。 

③健康教育の充実 

  児童生徒が安定した学校生活を送る上で、それぞれの心身の健康が不可欠といえ

るが、複雑化する社会の状況にあって、児童生徒も大きなストレスにさらされてい

る。 

学校においては、スクールカウンセラーによる「ストレスマネジメントプログラ

ム」を通して、児童生徒のメンタルヘルスの向上を図るとともに、保護者向けのプ

ログラムも実施しており、保護者への啓発とあわせて、その効果が期待できる。 

三木市では全小中学校にスクールカウンセラーを配置するとともにソーシャル

スキルテストの授業を行うなど、児童生徒が相談しやすい環境整備を図っているこ

とや、教職員が平素から児童生徒の健康観察に留意し早期発見、早期対応に努めて

いることは高く評価できる。 

 ④安全教育の推進 

  通学途上から学校生活全般において、児童生徒は多くの危険にさらされていると

いえ、地域社会の支援を受けることも多い。地域社会との連携とともに、児童生徒

自身の危機対応リテラシーを培うことが求められよう。 

最近の報道では、小学生の段階で、ＳＮＳ等を通して不用意に薬物等に触れる機

会も増えていると言われている。 

学校園においては「生活安全、交通安全、防災教育」の観点から、児童生徒の発

達段階に応じた取組が計画的に配置されている。ＳＮＳ等による現代的な課題もあ

わせて、引き続き、安全教育の充実をお願いしたい。 

    

施策（４）特別支援教育の推進 

 ①適切な指導及び必要な支援の実施 

  特別支援教育において、児童生徒それぞれの指導計画を作成し、かつ教育支援計

画によりその時々のニーズに対応した指導・支援に努めている。令和４年度以降は、

指導計画・支援計画ともに１００％となった。また、その様式も統一され、それぞ

れの内容の共有により、指導・支援のいっそうの充実が図られていることは、高く

評価できる。 

  特別支援教育の社会的な認識が深まるとともに、保護者が子育てに悩んだり迷っ

たりすることも増えているとも思われる。引き続き、学校においては、相談体制の

整備と充実を図っていただきたい。 

 ②認め合い、支え合う特別支援教育の推進 

  ユニバーサルデザインにおける特別支援教育の視点は、すべての児童生徒にとっ

ても望ましい学習環境につながる。従前から取り組まれてきた学校における居住環

境や教育用具の整備とともに、引き続き、授業づくりや学習における協働の展開な
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ど、教育活動のノウハウ等の開発を図っていただきたい。 

また、三木特別支援学校在籍児童生徒が居住する地区の学校との交流は、共に地

域で暮らす住民としての関係性を深めるものであり、高く評価できる。交流学級と

ともに一層の充実を図っていただきたい。 

 

施策（５）キャリア教育（社会的自立に繋がる学び）の推進 

 ①社会的自立に必要な力の育成 

  人は働くことで生活の基盤を形成すると共に、やりがいや生きがいを感じる豊か

な自己の実現を図る。成長期にある児童生徒は、発達段階に応じて、周辺の保護者

や教員など多くの大人たちをキャリアモデルとして成長する。その過程で学校のキ

ャリア教育は重要な意味があり、各学校での「キャリア・パスポート」を活用した

定期的な「振り返り」は自己の変容を認識する貴重な機会となっている。 

  小・中・高等学校へとつながる「キャリア・パスポート」は大きな役割を担って

いる。その効果について検証することは難しいが、児童生徒自身のその時々の自己

認識に役立っているものと期待できる。 

 ②社会に触れる機会の充実 

  人口の減少等の影響で、婦人会や老人会、子ども会といった社会教育団体が減少

し、子どもたちが地域で大人と交流する機会が減っている。とはいえ、三木市には、

伝統芸能はもとより伝統的地場産業から先端企業まで、多彩で多様な人材や組織が

存在する。学校において、そういった人材や産業に目を向ける機会を計画的に実施

していることは、ふるさと教育の関連からも意義があり、引き続き充実を図ってい

ただきたい。 

 ③進路指導の充実 

  多くの児童生徒にとって、身近なところでは高校進学を考えることになるが、一

方で大きな生き方としての将来像を描くことも重要である。全国学力・学習状況調

査によると、「将来の夢や目標を持っている」と肯定的に捉えている三木市の児童生

徒の割合は、令和６年度実績で、小学校６年生８２．９％、中学校３年生６８．３％

と、令和３年以降で最多となり、令和７年度の目標値（小学校９０％、中学校７５％）

に近づいている。 

多くの児童生徒が、夢や希望を持って、進路の実現に臨むことを期待したい。 

   

施策（６）就学前教育・保育の充実 

 ①一人一人の特性に応じた質の高い就学前教育・保育の推進 

  三木市においては、従来から幼稚園、保育所、認定子ども園において「幼児期の

終わりまでに育って欲しい姿」を基盤において、教育課程や指導計画の「作成、実

施、評価、改善」のサイクルで、継続的に教育活動の充実と改善を図ってきた。 
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  また、「三木市特定教育・保育施設評価」対象の園について「保育内容」「職員の

資質の向上」「安全管理」の３つの基準で評価するとともに、各園がそれぞれに選ん

だ観点による評価を行っている。その継続的な取組によって、自園における教育活

動の成果と課題を客観的に把握することができ、いっそうの教育の充実を図ること

ができる。その継続的な取組は高く評価できる。 

また、様々な課題のある家庭の支援を行う保育ソーシャルワーカーが、一方で訪

問要請のあった園で専門的な支援を行っている。保護者の状況を踏まえた指導・助

言は、園にとっては貴重な研修機会ともなっている。引き続き充実をお願いしたい。 

 ②多様な教育・保育ニーズへの対応 

  様々な課題のある家庭への支援を行う保育ソーシャルワーカーによる各園所との

連携に加えて、特別な配慮を必要とする子どもを対象に臨床心理士、作業療法士、

特別支援教育コーディネーターがチームとなって各園所を訪問する取組は、園所に

とっては貴重な相談機会でもあり、またより効果的な支援の実践につながる研修機

会ともなっており、高く評価できる。 

  また、公立園における多文化共生巡回訪問による、遊びを通して日本語を学ぶこ

とのできる「ハッピールーム」の開設は、外国にルーツを持つ子ども達の貴重な居

場所ともなり、その効果が多いに期待できる。引き続き、民間園への拡充もまたれ

るところである。 

  また、医療的ケア児の受け入れについては、学校看護員との合同研修を行うなど、

安全・安心の確保に努めている。「医療的ケア実施体制ガイドライン」等を参照にし

つつ、状況に応じて臨機な対応を図っていただきたい。 

 ③地域連携の充実 

  幼稚園や保育所は、地域の施設という側面もあり、園所の行事やイベントは世代

を超えた地域住民との交流の貴重な機会でもある。様々な制約があるとは言え、拡

充の支援をお願いしたい。 

  また、公民館における地域行事等の催し等も地域の世代間交流の貴重な機会とな

っている。園児を核とした地域住民の交流は「地域の子どもは地域で育てる」とい

う気運の高まりや地域づくりの一環としても期待できる。 

 ④小学校教育との円滑な接続 

  「幼保小の架け橋プログラム」は、三者の連携・接続の重要な指針であり、三者

それぞれの研修とともに三者の意見交換・情報共有は円滑な接続の基盤となる。そ

の成果に期待したい。 

  また「接続期におけるアプローチカリキュラム」と「小学校におけるスタートカ

リキュラム」はその内容の相互乗り入れも必要だと思われる。カリキュラム作成に

あわせて検討いただきたい。 

 ⑤在宅児童の保護者に対する家庭支援 
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  三木市における入所保留児童数は、令和２年以降、着実に減少を続けている。令

和６年度は前年度実績から約１２％の減少となっている。また、待機児童数は０人

を継続していることも、高く評価できる。引き続き、丁寧な対応をお願いしたい。 

  とはいえ、入所保留の保護者にあっても、保留に至る様々な事情があるものと思

われる。引き続き未就園児応援事業等の周知を図るとともに、「子育て支援コーディ

ネーター」や関係機関と連携して、支援と情報提供の充実をお願いしたい。 

 

２ 子どもたちの学びを支える環境づくりを進めます 

施策（１）教育環境の整備と充実 

①学習機会の保障  

  厚生労働省によると、コロナ禍の令和２年以降、５年連続して生活保護申請者が

増加し、経済的な理由で就学が困難な児童生徒への支援が不可欠となっている。 

三木市においては、就学支援に関する国庫補助金制度が廃止される中で、就学困

難な児童生徒の保護者に対する就学援助金、大学生や高校生などを対象とする奨学

金事業を、共に返済の必要がない給付型で実施している。また、学用品、通学用品、

校外活動、学校給食など、日々の学校生活における多岐にわたる経費を支援してい

る。 

学習機会の確保におけるこれらの市独自の取組は高く評価できる。引き続き、実

状に応じた支援をお願いする。 

なお、令和１０年度からの見直し後の「奨学金の給付」の制度について、移行期

間の内に、保護者への周知をお願いしたい。 

②安全で快適な教育環境整備の推進 

  施設の経年劣化等、安全かつ快適な教育環境の整備については、従来からの計画

に則り順調に進捗し、かつ修理・修繕などに適宜取り組んでいる。また、国の補助

を活用し、施設の快適性や防犯能力の向上を図るなど、計画的で柔軟な対応は高く

評価できる。 

トイレの洋式化率については、令和６年度実績（７２．８％）において、令和７

年度の目標値（７０．０％）を上回った。次期基本計画における取組での１００％

達成が待たれるところである。 

  また、令和７年度においても７小学校、６中学校と特別支援学校、志染保育所及

び別所認定こども園で予定される防犯対策設備工事は、学校及び園所の安全安心の

基礎とも言うべきものであり、円滑な進捗をお願いしたい。 

③特別な支援を要する子どもに対する切れ目のない支援 

  昨年度課題とされていた、特別な支援のための「個別の教育支援計画」の様式が

令和６年度において改善された。 

それぞれの学校の様式を統一することで、学校内はもちろん外部の関係機関等の
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連携や情報共有が深まり、その効果がいっそう期待できよう。今後も、同計画の効

果的な活用のためのデジタル化を図るとともに、研修等の機会を通して必要に応じ

て改善・改訂の検証が求められよう。 

また、従来からの「さぽーとノート」や「連携シート」、支援の課程における時々

の「ケース会議」等、も効率的・効果的な支援に有効であることは言うまでもない。

引き続き、充実を図っていただきたい。 

④学校再編の推進 

  小規模校における望ましい教育環境の整備については、多くの市町において喫緊

の検討課題となっている。 

  三木市においては、学校再編において、吉川地域における「施設一体型小中一貫

校」の設置について協議が進められるとともに地域と共にある教育活動の展開と小

中一貫した教育活動のモデルとなるカリキュラムの策定などの検証を進めている。 

  今後は、小中一貫教育推進協議会における提言に基づき、具体化に向けての協議

が待たれるところである。 

⑤就学前教育・保育の一体化 

  三木市においては「三木市就学前教育・保育共通カリキュラム」に基づき、公立、

私立の就学前施設の保育者を対象とした「保育者研修」を実施し、それぞれの特色

を活かした取組について共有を図ってきている。それらを踏まえた教育活動は教

育・保育の質を高めるとともに、子ども達の新しい環境への柔軟さを高めるものと

思われる。 

 

施策（２）学校、家庭、地域が連携した教育の推進 

①「地域とともにある学校園づくり」の推進 

  コミュニティ・スクールについては、令和７年度に６中学校区・特別支援学校で

の実施が目標とされているが、令和６年度実績で４中学校に導入された。いよいよ

次年度での目標達成が待たれるところであるが、その運営にあたっては、令和５年

度の２中学校、６年度の４中学校での取組の経験を踏まえ、その成果と課題を活か

すことが重要である。 

コミュニティ・スクールにおける学校運営協議会は地域の学校経営参画に重要な

役割を果たすとともに「地域の子どもは地域で育てる」という気運の醸成に大きく

関わっている。 

今後の小中一貫した教育活動の展開にあたっても、その理解と支援の広がりが期

待できる。 

  また、部活動の地域移行の推進にあたって、令和６年度に「三木市における地域

クラブ活動展開ガイドライン～学校部活動から地域で支えるスポーツ・文化芸術活

動へ～」と「三木市地域クラブ運営方針」が策定された。地域の状況には格差もあ
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るが、これらに基づく今後の展開に期待したい。 

②家庭の教育力の向上 

  児童生徒の家庭での学習環境の在り方については、保護者それぞれの教育観や子

育て観もあり、教員にとって対応が難しいことがある。 

また、少子化に伴い、保護者相互の交流や情報交換の機会も減少している。乳幼

児学級や家庭教育学級はそういった機会を提供する貴重な場であり、保護者のニー

ズを踏まえつつ、引き続き、充実を図っていただきたい。 

③子育てに不安を抱える家庭への支援 

  保護者の悩みや不安は、保護者が一般的に共有する内容から、より個別の対応が

求められる内容など多岐にわたる。そのため、子育て支援総合窓口やソーシャルワ

ーカーの存在や子育て支援課等との連携は重要である。 

  令和６年度には「こどもサポートセンター」が整備され、個々の相談への迅速な

対応が可能となった。その取組の成果が待たれるとともに、子育てについての啓蒙・

啓発についての活動も期待できよう。 

 

施策（３）教職員の資質・能力の向上 

①教職員の資質と実践的指導力の向上 

施策（３）において「Ⅱ指標における数値目標の達成状況」の記載がないが、「Ⅲ

取組の評価（成果・課題）」には一部、教員の意識の変容やタブレット使用につい

ての数値、研修の受講率などの結果が引用されている。少なくとも、引用した項目

に関連する数値目標の記載が必要ではないか、検証をお願いしたい。 

「未来を創る学力育成三木モデル」の推進にあたって「個別最適な学び」と「協

働的な学び」の具現化のための実践と、その成果と課題の共有が求められる。引き

続き、関連研修の充実をお願いしたい。 

  また、ＩＣＴを活用した教育活動の展開を図るにあたって、教員のＩＣＴリテラ

シーの育成も重要である。苦手な教員にとってはいっそうのＩＣＴ活用のスキルア

ップの向上を図っていただきたい。 

②教職員の働き方改革の推進 

  三木市においては教育委員会と学校との連携のもとで適切な時間管理を図る取組

が着実に進捗している。とはいえ、家庭への事務の持ち帰りなど、見えにくい状況

もないとは言えない。 

教職におけるタイムマネージメントは、校務全体における職務の割り振りと個々

の教職員の意識や職能の両方のバランスから成り立つとも言える。各学校では「記

録簿」を活用して教職員の出退勤の「見える化」を進め、個々の教職員は自身の勤

務状況を認識し、管理職は教職員の勤務状況の把握することが、校務の適切な割り

振りにつながると思われる。 
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  とりわけ担任については、「メール連絡システム」の導入により保護者対応等が随

時行え、時間の調整が可能なことから業務改善につながるとともに、あわせて保護

者の利便性も高めている、と言えよう。 

  また、共同学校事務の推進による事務の共有化・水準化は事務の合理化につなが

り、業務改善の有効な手段と言える。 

引き続き、教職員の「働き方改革」に取り組んでいただきたい。 

  

施策（４）学校園の組織力の強化 

①管理職の組織マネージメント力の強化とミドルリーダーの育成 

  管理職による円滑な組織マネージメントの推進には、トップダウンとボトムアッ

プの中継者となるミドルリーダー育成が不可欠である。また、現代の教育活動にお

いては、管理職以外にも学校経営の視点が必要であり、経営への参画とともに全体

における役割・立ち位置を踏まえた取組が求められる。  

三木市においては、「次世代スクールリーダー研修会」を開催し、３０代から４０代

の教員の資質の向上を図ってきたことは高く評価できる。 

  学校園においては、職能成長におけるメンターの存在は不可欠であり、校長、教

頭、主幹教諭等がそれぞれの後継者の育成のためのメンターとしての機能を発揮す

る。同様に、教職員それぞれの関係においても１０年、２０年という教職経験に基

づき、主体的にメンターとしての後進の指導と育成が求められよう。 

②教職員相互の協力・協働体制づくりの推進 

  児童生徒数が減少する一方で、児童生徒を巡る教育課題は多様化・複雑化し、学

校においては今までの経験だけでは対応が困難な事案が増えている。 

三木市では、順次、関係職員の増員を図り、令和６年度には不登校対策支援員３

人、スクールカウンセラー５人、スクールソーシャルワーカー４人、スクールサポ

ーター１１人に加えて、特別支援教育指導補助員７３人をはじめ、学校看護員８人、

部活動指導員６人、部活動指導補助員１７人、スクール・サポート・スタッフ６人

と、手厚く配置し、チーム学校への参加などを通して学校支援を行っていることは

高く評価できる。 

引き続き、「チーム学校」に参画し、課題解決における支援と協働を推進してい

ただきたい。 

 

基本方針Ⅱ「生涯にわたる学び」を支えます 

１ 豊かな人生を応援します 

施策（１）人権教育の推進 

①人権教育・啓発の充実 

  各自治会を単位とした住民学習会の開催にあたっては、自治会ごとに多様な学習
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方法を提示するなど、地域の主体的な取組を支援してきた。また、テーマについて

も、近年顕在化してきた人権課題も含め、広く教育・啓発に努めている。 

  住民学習会においては、「２０歳以上の人口に対する２０歳以上」の令和６年度の

参加率は５．２３％とほぼ前年と同じだが、「２０歳以上の内の２０歳から３９歳」

については、令和元年以降で最小の１．１２％と低下傾向にある。仕事や子育てに

追われる世代でもあり、参加しにくい状況があるとも言えよう。 

  近年、地域の住民学習会等については、内容にかかわらず参加者の減少傾向が課

題となっているが、三木市の参加者の満足度は高く、継続的な参加者も多い。引き

続き、広報の工夫等、周知を図っていただきたい。 

②いじめ防止の推進 

  三木市においては「三木市子どものいじめ防止に関する条例」に基づき、市民一

体となったいじめ防止の取組の推進が図られている。また、子どもいじめ防止セン

ターは、市民、学校、教育委員会等の連携によるいじめ防止の要としての役割を担

うとともに、あわせて啓発ポスターを作成、配布したり、「子どもいじめ防止センタ

ーだより」を全戸配布したりするなどの啓発活動の充実を図っている。 

また、学校への相談を様々な事情で躊躇する保護者が、子どもいじめ防止センタ

ーに相談することもあり、相談しやすい第三者機関の役割を果たしていることも課

題解決の有効な手段となっていることは評価できる。 

③虐待防止の推進 

児童虐待は多様な形態で出現するものであり、近隣住民の通報も大きな意味を持

つが、近隣の住民が気付きにくい場合も多い。 

自治会や公共施設において、児童虐待を疑うポイント等の周知を図るとともに、

引き続き、市民に通告義務があることや「地域で子どもを育む」という認識が必要

なことの周知を図っていただきたい。 

また、虐待発見については保育者や教員の気づきも期待されている。平素の指導

や観察について留意いただき、学年や学校全体で情報を共有し、早期発見、再発防

止を図っていただきたい。 

④男女共同参画の推進 

  令和６年度の「女性防災リーダー育成講座」は少人数の受講ではあるが、受講生

が企画・運営した年度末の防災フェスタには１３３人の参加を得た。潜在的に興味・

関心を持つ女性の存在も感じられ、開講の周知とともに、参加しやすいプログラム

の開発も必要かもしれない。 

一方、新聞等では「男性の育児休暇取得の比率があがった」などの報道もあるが、

男女共同参画のための様々な制度等が十分に活用されていないという現状もある。

第３次「三木市男女共同参画プラン」に基づく啓蒙・啓発活動と具体的な施策の展

開に期待したい。 
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施策（２）よりよく生きるための学びの充実 

①ライフステージに対応した多様な学びの機会の提供 

  最近、アメリカのイリノイ大学などの研究チームが「人生１００年時代」の到来

はむつかしいという予測を発表したが、現在の日本の高齢者にとって生涯学び続け、

豊かな自己実現に努めるとともに、その学びの成果を社会に還元することの重要性

は変わらない。 

 高齢者大学・大学院の学生数は、コロナ禍による落ち込みからは回復傾向にある

が、それ以前には戻っていない。一方「みっきぃ生涯学習応援団」の利用件数はコ

ロナ禍以前を上回り、令和７年度の目標値を既に上まわっているという側面もある。 

三木市においては、令和６年度に、講座編成や学習内容の充実を図るため、入学

金や受講料の改正を行ったが、今後はその成果の検証が待たれるところである。 

なお、講座編成において「防犯、防災、認知予防」等に関連する内容の充実を図

ったことは、高齢者自身にとっても地域にとっても意味があるものと評価できる。 

②公民館を核とした生涯学習活動の推進 

  公民館の生涯学習講座の受講者数は復調傾向にあるものの、高齢者はもとより各

世代人口の減少を考えると、今後の公民館を活用する人数や団体の増加はなかなか

難しいとも考えられる。参加者の人数増の視点を重視することは困難であり、むし

ろ各世代のニーズへの対応を明確にし、その充実を図ることが必要かも知れない。 

 そういう観点からすると、乳幼児教育学級１１７回、女性セミナー８７回、高齢

者教室８５回は、ニーズに対応したものであり、さらに改訂・充実させることが求

められよう。  

また、自主学習グループの育成支援や継続的に学習を続ける既存グループの支援

などは重要な視点であり、継続と充実が望まれる。 

③地域の未来を担う人づくりと地域課題の解決に向けた支援 

  市民協議会は、「地域の課題は地域で開発する」という住民主体の課題解決を促す

とともに住民主体のまちづくりを推進する担い手としての役割を期待されている。

また、コミュニティ・スクールにおける学校運営協議会は、学校を核としたまちづ

くりを推進するという役割も担っている。 

  これらの協議会と公民館が連携することで、地域の課題が明確になり、将来にわ

たって自主的・主体的で継続的な課題解決の取組を促すことになろう。 

  今後、自動車運転免許を返納する高齢者の増加も加速し、高齢者の移動がより大

きな課題となる。地域の高齢者の居場所として公民館で何ができるか、の検証にも

期待したい。 

④市民ニーズに工夫した図書館の充実 

  各図書館は、市民ニーズに応じた図書環境の整備を図るとともに、世代を超えて

多くの市民が図書館を訪れるよう様々なイベントを開催するなど、「行きたい図書
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館」としての魅力づくりに努めている。 

 三木市の図書館環境は恵まれているとはいえ、各世代人口の減少そのものが、図

書館利用者の減少につながっている。図書館も含めて社会教育施設に共通の課題と

言えよう。 

  令和６年度には、図書館システムの更新のためのシステムや機能の方針や内容が

決定された。更新による図書館サービスの拡充に期待したい。 

  

２ 文化・スポーツの振興につとめます 

施策（１）市民文化の高揚 

①豊かな自己実現を図る文化・芸術活動の推進 

  三木市文化振興計画に基づき恒例行事を中心に多様な鑑賞機会が提供され、多く

の市民の参加を得た。しかし、一方で、地域の文化活動を担ってきた文化団体は構

成員の高齢化が進み、活動の継続が難しい団体も見られる。継続の支援を図るとと

もに、新たな文化団体の育成を図ることも求められよう。 

 ②文化・芸術の振興と普及に向けた顕彰制度の活用 

  年齢、立場にかかわらず、自らの作品や活動について顕彰されることは次の作品

や活動のモチベーションを高める。とはいえ、文化・芸術活動に取り組む団体・グ

ループが活力を失うと、審査会や顕彰の選考への応募の意欲が減少する。周知と共

に、各団体・グループへの支援をお願いしたい。 

③文化会館や美術館における文化・芸術活動 

令和６年度においては、市政７０周年を記念して、堀光美術館やみき歴史資料館

において「上田桑鳩展」が開催された。その効果もあってか、堀光美術館において

は、コロナ禍の令和４年度に、令和７年度の目標１万人を達成し、３年間継続して

維持していることは高く評価できる。 

また、中学生から１９歳までの若者を対象に「アートティーン公募展」を開催し、

市制７０周年の意義の理解と文化・芸術活動への意欲の喚起を図っている。中学校

や高等学校への波及を期待したい。 

  

施策（２）文化遺産の活用 

①地域資源をいかした文化の振興 

  市民にとって身近な祭事や史跡でも、詳細な内容については意外に知られていな

いことが多い。秋祭り屋台の衣装展示など年間４回の企画展を核に、年間５回の歴

史ウォークなどが関連づけて行われていることは市民が郷土を知るための有効な企

画だと思われる。 

  とりわけ発掘調査や現地説明会などはファンも多く、ニュースになることも多い。

報道も周知の有効な手段であり、引き続き記者発表等の取組もお願いしたい。 
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②文化財保護の推進と活用 

  文化財保護について、整備基本計画の円滑な進捗により多くの成果をあげている。

令和８、９年度には三木城本丸跡・二の丸の整備が計画されている。令和６年度に

引き続き令和７年度においても、整備の内容の具体化について、検討をお願いした

い。 

③文化遺産を維持、活用する担い手育成の支援 

 将来の担い手育成には小・中学校段階での文化遺産への興味・関心の育成を図る

ことが有効である。学校も働き方改革や授業時数の確保のための行事等の見直しが

図られ、ふるさと学習のカリキュラム等にも影響が出ているものと思われる。とは

いえ、全小中学校で、学年段階を踏まえたふるさと学習もまた重要である。 

  社会科部会等と連携して、カリキュラムの開発に期待したい。 

  

施策（３）スポーツ環境づくりの推進 

①「する、観る、支える」スポーツ環境づくりの推進 

  生涯スポーツの振興のために、スポーツ講習会から指導者養成、大会支援などの

様々な参加機会の充実が図られている。 

  スナックゴルフペア大会や体験会の開催やオリンピアンを招いた指導者向けの陸

上教室及び講演会の実施など、市民の多様なスポーツとの関わりを踏まえた取組を

行っている。 

また、スポーツ推進員による三木市の特色あるニュースポーツの紹介・指導も新

たな市民のニーズの掘り起こしに役立つ取組であり、その成果を期待したい。 

②スポーツを通じた健康で活気あるまちづくりの推進 

 みっきぃふれあいマラソンの参加者は、コロナ禍による延期以降、順調に参加者

を増やしている。 

  スポーツクラブ２１は地域のスポーツ活動の推進役でもある。学校の部活動の地

域移行については、学校との連携も期待される。引き続き充実を図っていただきた

い。 

③三木の地域性をいかしたスポーツ振興 

  三木山総合公園の利用者は、様々なイベントの内容の工夫への取組により、令和

４年度実績で約１７万人と令和７年の達成目標１５万人を上回り、以降も着実に増

加し、令和６年度には約１８万７千人となっている。市民のスポーツや運動へのニ

ーズは高いと言えよう。 

「ゴルフのまち三木」の推進に、三木市の児童生徒がゴルフに関連するスポーツ

大会への参加や見学は貴重な経験となる。引き続き、ゴルフのまち推進課との連携

を図り、「ゴルフのまち三木」のイメージの全国化への取組を進めていただきたい。 

  



91 

 

施策の点検・評価（補助執行） 

放課後児童健全育成（アフタースクール）事業 

①アフタースクールの運営・管理 

  昼間保護者等が家庭にいない小学校児童の受入が、市内全小学校区で対応できて

いることは、保護者への就労支援とともに児童生徒の安全安心の確保に大きな役割

をはたしていると言え、高く評価できる。 

 一方、高学年児童の待機が継続的に発生している。働き手不足の社会的な状況の

中で支援員の確保は難しいとされるが、引き続き確保に努めていただきたい。また、

配慮を要する児童も増加傾向にあるとのこと、あわせて支援員の専門性などの資質

の向上が不可欠といえ、研修等の充実も求められよう。 

②放課後児童支援員等の処遇改善 

  ①の状況もあり、支援員の確保とその資質の向上の観点からも処遇改善が喫緊の

課題となっている。このような中、国の交付金及び県の補助金による職員の賃金改

善について、継続的に実施されていることは評価できる。 

  

 以上、三木市教育委員会の所掌事務に関する事業等について、所見を述べた。 

 令和６年度は、「第３期三木市教育振興基本計画」の最終年度である令和７年を前に、

目標の達成のために、これまでの取組の成果と課題を踏まえた取組がなされた。 

 また、コロナ禍による制約や働き方改革の視点からの事業の見直しや業務改善が図

られるなど、第３期の計画について、令和６年度においては順調な進捗が図られ、最

終年度への道筋が明確になったことは、高く評価できる。 

 一方、検証と評価の結果見いだされた改善点などは、第４期の教育振興基本計画へ

の組み込みが求められよう。 

 

 三木市においては、学校園の教育活動から、社会教育・生涯学習の領域まで、幅広

い事務事業について、それぞれの丁寧な取組と真摯な振り返りが行われており、その

評価も適切かつ的確と言える。 

 この成果をふまえ、教育総合会議との連携・協働を図りながら、学校園、教育委員

会、教育委員会事務局、関係機関、保護者、地域住民との連携のもとで、令和７年度

における第３期「三木市教育振興基本計画」の目標の達成が待たれる。 
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Ⅱ 山下 晃一 氏（神戸大学教授） 

 本報告書の冒頭に述べられるように、令和６年度の点検・評価については、例年同

様、第３期三木市教育大綱を踏まえ、第３期三木市教育振興基本計画および令和６年

度三木市教育の基本方針に掲げた施策および実施項目について行うものとされてい

る。ここでは外部評価者の一人として、各施策項目にそくした評価、あるいは気がつ

いたことを記していく。 

 

基本方針Ⅰ 「未来を創る教育」を進めます   

１ 未来を担う子どもたちの生き抜く力を育てます 

施策（１） 確かな学力の育成  

・例年通り、学力育成に必要な施策について、基本的事柄から発展的事柄まで、広範

囲にわたって着実に実施されている。 

・とくに個別最適な学びと協働的な学びの一体的充実に関する実践研究、および施設

一体型小中一貫校の設置準備と小中一貫教育の交流研修等については、力を入れて

展開されたことがよくわかり、きわめて高く評価できる。 

・なお、数値指標のうち、全国学力・学習状況調査の結果を利用した項目の一部につ

いては、国の調査項目自体から削除されたために「点検・評価は行わない」とされ

ている。やむを得ないこととはいえ、せっかく施策や努力が展開されているはずで

あるから、今後、市民へ周知するため（あるいは説明責任を果たすため）に、別の

定量的根拠を用いる等、何らかの形で客観的な達成状況の共有が可能な情報を盛り

込むことを検討してもよいと思われる。また、同調査の他の項目でも削除がありう

ることを見越して、指標設定の方針や、削除時の対応等についても検討しておいた

ほうがよいと思われる。 

 

施策（２） 豊かな心の育成 

・児童生徒および教職員の人権感覚を高めるために必要な施策をはじめ、豊かな心の

育成につながる施策が適切に実施されている。すぐに結果が出るとは限らず、また

突出して目立つ成果が現れずとも、地道に継続していくことが重要な領域であり、

今後も一歩一歩積み重ねられることを期待したい。 

・数値目標では、「自分には良いところがある」と肯定的に回答した児童生徒の割合が

伸び続けており、令和６年度は小学校６年生・中学校３年生、ともに 80％を超える

結果となった。もちろん、この数字が全てということではないが、これまでの取り

組みが功を奏したものとして高く評価したい。 

・他方、問題行動の発生件数が小学校・中学校ともに昨年よりも増加しており、いじ

め件数については、小学校では低下したものの、中学校では昨年度比 1.7 倍となっ

たことが気がかりではある。ただ、これら認知件数は、積極的な観察・介入の結果

でもあるので、無理に減らすことを考えるのは適切ではなく、教育上の課題を明瞭

化するものとして適切に受け止めていくことが重要と思われる。 

・不登校児童生徒の出現率について、小学校では昨年度よりも 25％減少しており、全

国や県の平均より低い。他方、中学校では高くなっており、増加傾向にあるともい

う。このこと自体を問題視しすぎるのではなく、この逆転現象が、もし何らかの形

で三木市の特徴を示すとすれば、それは何か、どのような教訓を学び取るべきか、

といった探索・探究を深めることが重要と思われる。 
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施策（３） 健やかな体の育成 

・体力・運動能力の向上、食育、健康教育、安全教育と、必要な分野が網羅されて、

例年通り着実に実施されたようである。 

・体力・運動能力向上について、一昨年度に課題であった能力が高まるよう、体育の

授業で系統立てて取り組んだという。その結果、投球能力の数値が伸びたとのこと

で、重点的な取組が功を奏したものとして、きわめて高く評価できる。なお、この

点が明瞭に理解できるよう、具体的な数値等が示されてもよかったかもしれない。

また、上記の系統的・重点的な取組は、三木市の今後の財産になるとも思われるの

で、何らかの形で広く市内の学校園に共有されると良いのではないかと思われた。

同時に、市民にも広報されると良いのではないかと思われた。 

・他方で、運動が好きと答えた小学校児童が減少したとのことで、全国的には増加傾

向にあるようなので、要因や対策等が少し気になるところである。 

 

施策（４） 特別支援教育の推進  

・数値目標については令和４年度から 100％となっており、達成され続けている。ま

た、保護者等との連携や、交流学習等も進んでいるとされており、所期の目標は一

定程度達成されたことが推量できる。 

・反面で、具体的にどのような取組がなされているのか、さらに可能なら、それがど

のような効果・成果につながっているのか、もう少し踏み込んで紹介されても良い

ように思われる。また、上記の数値目標のほかにも、取り組みの妥当性や実績を示

すことのできる定量的な評価材料が示されても良いように思われる。 

 

施策（５） キャリア教育（社会的自立に繋がる学び）の推進  

・キャリアノートや「キャリアパスポート」、ゲストティーチャーの活用、トライやる・

ウィークの実施等、当初に設定された各種施策が遺漏なく展開されている。数値目

標とされる「将来の夢や目標を持っている」という問いへの肯定的回答も、小学校

では増加傾向、中学校では回復を見せており、一定の成果が達成されたものと評価

できる。 

 

施策（６） 就学前教育・保育の充実  

・施設評価、巡回相談、地域連携、小学校との接続、在宅児童家庭への支援等、必要

な施策が令和６年度も着実に実施されたことが理解できる。とりわけ、多文化共生

担当教諭の配置と日本語支援のための各公立園所に対する巡回訪問については、現

代社会の変容に対応する施策が展開されているものとして、高く評価したい。また、

小学校教育との円滑な連携についても、合同研修が年２回開催されており、積極的

な取り組みを高く評価したい。 

・数値目標として入所保留児童数が掲げられているが、令和７年度での達成がむずか

しいという状況にも見える。この指標自体については、保護者とのマッチングにも

大きく左右されるため、なかなか達成が容易ではないようにも思える。せっかく各

種の施策で懸命な努力が重ねられているので、それらの努力が評価できるような数

値目標が今後は設定されてもよいのではないかと思われた。 
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２ 子どもたちの学びを支える環境づくりを進めます 

施策（１） 教育環境の整備と充実  

・市内小中学校の外壁や運動場照明、プール、オートロック等、必要な改修工事が実

施され、環境整備が進められている。とりわけトイレの洋式化については、令和７

年度に向けて設定された目標を、令和６年度に前倒しで達成しており、高く評価で

きる。 

・学習機会の保障について、義務教育以降の奨学金給付については前年度より低減し

たようであるが、就学援助事業については大幅に増額されている。今後も三木市の

未来を担うこども・若者の勉学意欲を伸ばす観点から、国や民間の就学支援制度・

奨学金等の動向も見据えながら、“必要な者に必要な”経済的支援や情報が届くよう、

積極的な取り組みを期待したい。 

・なお、本施策には記されていないが、本報告書「はじめに」によると、令和６年度

改定分の給食費と現行との差額を市が負担したとのことであった。現在の物価高・

食材高騰の状況下で、児童生徒の栄養摂取をしっかり支えようとする取り組みとし

て、きわめて高く評価できる。 

 

施策（２） 学校、家庭、地域が連携した教育の推進  

・中学校区におけるコミュニティ・スクール制度の導入および自立的運営に向けて、

説明会や運営補助、情報交換会などの取り組みが着実に進められており、高く評価

できる。同制度においては、地域ぐるみで学校を支えることに加え、大人全体が子

どもに真摯に向き合うことによって、人間の成長発達とその支援のあり方を学びな

おし、また自らの生き方を振り返ることも可能となる。それらを通じて、大人同士

のつながりの強化、家庭・地域の教育力の再活性化、さらには地域づくりに発展さ

せるという潜在力を同制度は秘めている。経済事情の悪化や人間関係の希薄化など、

何かと心に余裕をもつことがむずかしい昨今ではあるが、だからこそ同制度を大切

に育てていくことを通じて、上記のような大人の学び・成長・変化、そして地域づ

くりのさらなる発展等が、三木市においても開花していくことを期待したい。 

・いわゆる部活動の地域移行をめぐって、「地域クラブ」のガイドラインや運営方針等

が作成されるとともに、アンケート調査や説明会等が実施される等、積極的な取り

組みが展開されており、きわめて高く評価できる。保護者・地域住民・教職員らに

も不安の多いテーマであると思われるので、今後も積極的な周知・情報共有に努め

られたい。その際、市民の側も、部活動がなくなるという消極的・受動的な捉え方

ではなく、現代的なニーズにそくして、生徒たちの放課後の過ごし方を、地域ぐる

みで新しく生み出していくという、創造的・能動的な捉え方のもとで、一丸となっ

た積極的な取り組みの展開を期待したい。 

 

施策（３） 教職員の資質・能力の向上 

・資質・実践的指導力の向上と働き方改革の二つの柱について、研修や業務効率化が

着実に進められている。定量的な評価根拠の明示はむずかしいかもしれないが、た

とえば当方が管理職等から話を聞く限りでは、「未来を創る学力育成三木モデル」が

教職員間で広く共有され、授業づくりの心強い指針となっているという。今後も熱

心な取り組みが展開されることを期待したい。 
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施策（４） 学校園の組織力の強化 

・学校長（校園長）との面談を実施して、情報共有や指導助言を実現していることは、

教育委員会事務局による学校支援の姿勢を明確にするうえでも非常に重要なことで

あり、高く評価できる。また、中堅教員を対象とした研修にも力が入れられており、

教育活動の世代継承の観点から高く評価できる。今後も、自分の教室や担当業務だ

けではなく、学校園全体、さらには三木市全体の教育について広い視野で活躍でき

る教職員の育成を期待したい。 

 

基本方針Ⅱ 「生涯にわたる学び」を支えます  
１ 豊かな人生を応援します  

施策（１） 人権教育の推進 

・人権問題の学習について、住民学習会、同和教育セミナー、総合隣保館文化祭と、

日常生活からイベントまでの異なる段階・次元での取り組みが展開されており、そ

れぞれが有機的に連動することも期待できる。その一方で、参加者の固定化や若年

層参加者の伸び悩みも見受けられるとのことであり、今後の工夫が求められる。 

・三木市子どもいじめ防止センターが、いじめ被害に苦しむ児童生徒の家族と、学校

との関係調整に尽力することによって、誤解が解消される等の成果も上がっており、

高く評価できる。すでに課題として指摘されるように、相談窓口等の情報を周知す

ることが重要になるが、たとえば児童生徒の用いるタブレット端末等から容易に相

談できるような工夫、あるいは SNS 等からアクセスを高めるような方策が検討され

ても良い。 

・男女共同参画の推進について、出前講座や記念講演会、育成講座、体験講座等、さ

まざまな工夫が展開されている。せっかくの充実した企画なので、ぜひ参加者が増

えて、さらに盛況になることを願っている。県や近隣市町の部局・施設等とも情報

共有や連携を進め、活性化の方向性が模索されることを期待したい。 

 

施策（２） よりよく生きるための学びの充実  

・数値目標とされた高齢者大学・大学院の学生数が前年度よりも増加しており、また、

みっきぃ生涯学習講師団の利用件数も前年度と同等の数値となっており、高く評価

できる。参加者の具体的な声・感想等を市民に周知・共有すること等を通じて、今

後の維持発展が望まれる。 

・公民館主催の生涯学習講座の参加人数について、少しずつ回復している様子が見受

けられる。すでに取り組まれているところであるが、時代の変化に対応すべく、情

報機器等のさらなる活用も視野に、いっそうの普及・拡充をお願いしたい。 

・地域の未来を担う人づくりに関連して、市民が主役となるべき生涯学習活動の担い

手が徐々に減少しているとの声も上がっている。生涯学習のコンテンツを市が提供

するだけでなく、市民のなかから生涯学習の機会を提供したり、組織を運営したり

する主体が育つような、何らかの形で取り組みも望まれる。 

・図書館の利用については、市民一人当たりの年間貸出冊数こそ微減したものの、依

然として高水準にあり、また、利用者数は高止まりしており、高く評価できる。今

後、従来の蓄積の維持を基本としつつも、周辺市町のモデルとなるような新たな発

想に基づく取り組みにも期待したい。 
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２ 文化・スポーツの振興に努めます 

施策（１） 市民文化の高揚  

・例年通り、各種催事が滞りなく実施された模様である。おそらくは市民からも好評

を得ていることが推察される。それらの声なども紹介されると、さらに踏み込んだ

評価も可能になると思われる。伝統文化こども教室は重要な取組であるが、昨今の

情勢から主催団体の担い手、種目、参加者などの確保の難しさも予想されるところ

であり、今後の活動の持続を期待したい。 

・「ヤホー神事保存会」の「ともしびの賞」の受賞は大変喜ばしいことといえる。市と

しても同団体の活動への具体的な支援や関与があったことと推察されるので、その

あたりの事情が記されると、さらに評価にも弾みがつくものと思われる。 

・数値目標とされている堀光美術館の来館者数も、昨年度よりは微減したとはいえ、

令和７年度目標値の 10,000 人を 10%以上、上回る結果となっており、高く評価で

きる。 

 

施策（２） 文化遺産の活用 

・美術館での企画展をはじめ、歴史資料館での歴史ウォークなどの催事から、発掘調

査と関連イベント、文化財指定まで、多岐にわたる施策が着実に展開されている。

数値目標とされた、みき歴史資料館の来館者数は昨年より若干減少しており、令和

７年度までの目標値に到達するか、少し懸念も残る。とはいえ、市の人口や館の規

模や、昨今の猛暑による夏休みの人出の減少などの時代変化も視野に入れて、そも

そもの目標設定が、どの程度妥当・有効か、改めて検討する余地もあるとは思われ

る。 

・令和８年度以降の城跡整備や大河ドラマ放映にあわせたイベント等について、さら

なる盛り上がりを期待したい。 

 

施策（３） スポーツ環境づくりの推進  

・スナッグゴルフの講習会や大会、みっきぃふれあいマラソン、スポーツ教室の開催

等、例年と同水準の施策が着実に展開されている。とりわけ数値目標とされたマラ

ソンの参加者数が前年度よりも大幅に増加してほか、両総合公園の利用者数も令和

７年度までの設定目標を大きく上回っており、きわめて高く評価できる。いずれの

スポーツ施策も、市民への機会提供となるだけでなく、三木市の存在を広く周知す

るはたらきがあり、今後も積極的な展開を期待したい。 

 

 


